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まえがき 

 
 本リサーチペーパーは、2011 年度後期（2011 年 10 月~2012 年 3 月）の東京大学大学院

人文社会系研究科の演習「人的資源管理Ⅱ」で行われた計量的二次分析の成果を取りまと

めたものである。 
 「人的資源管理Ⅱ」では、「企業および個人による能力開発」を研究のテーマとして、経

済産業省の委託調査である「働き方と学び方に関する調査 2005」（寄託者: 能力開発に関す

る研究会：代表佐藤博樹、データは公開前に分析に利用し、現在は SSJDA で公開）のマイ

クロデータの再分析を行った。演習の目的は、①既存データの二次分析による研究方法を

学ぶこと、②企業および個人による能力開発の現状と課題に関する実証的な研究を行うこ

と、の 2 点である。 
 「働き方と学び方に関する調査 2005」は、地域から抽出した個人を対象として、過去の

いくつかのキャリア段階および現在における能力開発機会やその受講、自己啓発などに関

して詳細に調査したものである。能力開発に関する包括的な本調査データを用いて、演習

参加メンバーによる実証的研究がなされた。演習では、各メンバーによる分析に関して中

間発表を複数回行い、活発な議論を行った。半期の演習であったが、有益な討議が行われ、

またメンバーが 2 次分析の方法に関して学ぶことができた。演習参加メンバーの内 2 名が、

演習での議論を踏まえ、論文としてとりまとめたものが本リサーチペーパーである。 
 第 1 章（高見論文）は、仕事に求められる技能レベルに着目したものである。技能は学

問研究のみならず政策的にも重要な論点であるが、既存研究では学歴・職種・雇用形態な

どの間接的指標で技能を論じてきた点に限界があった。技能レベルに関する直接的指標が

得られる本データの特性を生かして、技能レベルの高い仕事、低い仕事の姿を描くととも

に、どのレベルの仕事に就くかによって労働の質の面で差が生じることを、低スキルの仕

事が能力を高める意味を持ちにくいことを実証している。 
第 2 章（福田論文）は、既婚無業女性の就業意欲を課題としている。既婚女性の就業の

有無とその要因を検証した研究は多いが、就業有無にとどまらず無業女性のうちの就業意

欲有無を区別した点に、本論文の新しい貢献がある。加えて、無業で就業意欲がない者で

は家族要因の他に中退経験や初職企業規模が関連していることを明らかにしている。 
両論文の分析に使用した変数に関しては論文中に問番号を記してあり、本報告書末尾に

掲載してある調査票で質問文（構成）が確認できるようになっている。参照されたい。 
 2 次分析に利用できるデータの整備が社会科学研究所の SSJDA など日本でも少しずつ進

んでいるが、実証的な社会科学の発展のためにもさらなる公開データの蓄積が継続するこ

とを期待したい。 
  2012 年 8 月         

 佐藤博樹 
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第 1 章 仕事の技能レベルと労働の質 
――低スキルの労働の意味に着目して 

 
高見具広 

 

１．はじめに 

本稿は、仕事に求められる技能レベルに着目し、高い技能を要する仕事と技能レベルの

低い仕事との違いについて、労働の質の側面から検討する。 
 仕事を行う際の技能（skill）は、経済学・社会学等の学問研究の対象であるのみならず、

政策的な関心事でもある。特に、労働者間の処遇格差に対する問題意識の下に、技能とい

う論点が持ちだされることが少なくない。例えば、雇用形態間格差に関する議論では、非

正規雇用の業務が低スキルであることが問題視され、非正規雇用のスキルアップのため政

策的支援の必要性が主張される（小杉・原 2011）。また、職種間の賃金格差に着目した議

論でも、IT化のすすんだ専門・技術職の業務が高スキルであるのに対し、介護職などのサ

ービス職の業務が低スキルであることに要因が求められる。もっとも、専門職的な働き方

が知識集約的で高いスキルを要することは以前より論じられてきた 1。近年でも、三輪

（2011）が、コンサルタント、システムエンジニアを知識労働者の例としてそのキャリア

を論じるなど、その考え方は根強い。一方で、経済のサービス化がすすむ中で低賃金、低

スキルの仕事が増え、こうした現象は技能を一つの基準とした二極化と称される（池永

2009、2011 等）2。 
 技能のレベル、特に低スキルの労働が問題となるのは、それが働く者の処遇と密接に関

係するからであろう。特段のスキルを要しない仕事が低賃金であるのは多くが指摘すると

ころだが、近年では、賃金に限らず、雇用保険・健康保険など賃金以外の経済的保障、ま

た仕事の裁量性、やりがい、労働時間面での働きやすさなど非経済的な労働の質にも、良

質な仕事とそうでない仕事との間の格差が拡大しており、担っている仕事の技能水準がそ

こに関係する（Kalleberg 2011）。つまり、高い技能を有する仕事は労働の質（Quality of 
Work）の側面でも条件のよい仕事である一方、特段のスキルを要せず労働の質も良くない

仕事が拡大し、条件の良い仕事・悪い仕事に就く労働者の処遇の差が拡大している。特段

のスキルを必要としない単調な仕事が労働者の裁量を奪うという点は以前より社会学的な

問題関心であったが3、技能（skill）は現在でも重要な論点であり続けている。 

                                                  
1 1960 年代以降の脱工業化、サービス経済化という変化の中で、労働者の技能は多くの議論を呼んだ。

Bell（1973=1975）は、サービス産業・ホワイトカラー職種の比重が増す産業構造・職種構成の変化の中

で、経済活動においてより高度な知識・技能が求められるようになったとする。高学歴化という変化も合

わせ、全体的に労働者のスキルが高まる方向を示唆した。ただ、この議論には批判も多い。

（Kumar1978=1996、Webster 1995=2001 等）。 
2 池永（2009）は、厚生労働省『賃金構造基本統計調査』のデータをもとに 1980 年から 2005 年までの

職業の動向を分析した。その結果、知識集約型職業（研究者、技術者）が増加すると同時に労働集約的で

それほど高スキルとはいえない職業（介護・家事支援サービス、清掃員等）が大きく増加し、国際競争や

新技術の導入など経済の構造的な変化で需要の縮小した職業（衣服・繊維・軽工業、採掘作業者、電話交

換手、速記者・タイピスト等）が大きく減少しているとする。 
3労働における裁量の対極に管理があり、低いレベルの技能しかもたない労働者は雇用主の管理によって

搾取されうるという問題意識（Marx 1868-84=1952）が社会学的な労働過程論の根底にある。それは、
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以上のように技能は議論の焦点であり続けているが、なお探求されるべき課題も多い。

大きな課題の一つは、何をもって技能水準を代理するかという「技能指標の問題」であろ

う。既存研究の多くは、学歴・教育年数や勤続年数で労働者のもつ職業能力を代理する、

もしくは雇用形態や職種による差異に着目することによって間接的に技能の有無を論じて

きたが、技能の指標としての適切性の点で検討の余地を残している。 
 技能をどのように指標化するかは、技能が多様で無数の側面をもつ以上、解決困難な探

求課題であり続ける。ただ、技能を議論の俎上に載せる以上、特定の指標のみで技能を推

し量ることにも慎重になる必要がある。その理由は次の点にもあろう。Felstead et al.
（2007）が例示するように、賃金が技能の代理指標とされると、高賃金の仕事は高スキル

の仕事、低賃金の仕事は低スキルの仕事とみなされうる。たしかに、スキルの高低によっ

て報酬面など労働の質に差が生じることは理論上合理的であるが4、反面、賃金や雇用安定

性など労働の質に差があることの理由がスキルの高低に還元される危険もある5。つまり、

理論の中で技能（skill）を問うことを放棄すれば、労働の質に格差がある現実を理論が追

認することに陥る危険があるのである。技能の指標は、賃金・学歴・職種など既存研究で

の代理指標で十分とは決して言えない。本稿では、就業者が現在行っている仕事の技能レ

ベルを本人が評価したものを技能の指標として、それが労働の質にどう関係するかを分析

する。技能の指標はこれで十分ではないが、本稿の議論によって技能をより多面的に捉え

ることの有効性を示したい。 
 
 
２．技能と労働の質への影響に関する先行研究 

（１）技能に関する指標 
既存研究では、技能について、大きく分けて 2 つの捉え方をしてきた（Spenner1983、

長松 2008）。ひとつは、労働者ごとのスキルの蓄積であり、個々の労働者が有する人的資

本である。もうひとつは仕事をこなすのに求められる技能であり、仕事ごとに存在する。 
まず、人的資本理論をもとにした労働経済学等の研究においては、学歴・教育年数、勤

続年数が技能水準を代理するものとして扱われてきた。この場合の技能は、労働者が保有

するスキルの蓄積、いわゆる人的資本である。そして、人的資本を蓄えた労働者ほど高い

賃金が得られるなど、労働者のもつ技能に応じた労働の質が検討されてきた。人的資本は

労働者が有する一種の職業能力として扱われるが、学歴や勤続年数などがそれを代理する

ものとして分析され、一定の説明力をもつことが検証されてきたのである。 
一方、主に社会学的な労働・階層研究では、特段のスキルを要しない単調な仕事が労働

                                                                                                                                                  
Braverman（1974=1978）以降の労働過程論において、製造業・ブルーカラー職種にのみならず、サー

ビス業・ホワイトカラー職種にも当てはまることが論じられてきた。 
4 スキルを蓄積した労働者が高い報酬を得るのは人的資本理論に整合的で、経済合理的である。また、高

いスキルを要する仕事ほどそれに見合った高スキルの労働者を必要とし、高い報酬が提供されることも同

様に理論上合理的であろう。 
5例えば、雇用形態間格差について、非正規雇用の業務が全体として低スキルという説明では、正規雇用

と同レベルの仕事をこなす非正規労働者の存在が捨象され、賃金格差の合理性に疑問を付すことが難しく

なる。また介護職が低賃金であるという現実も、介護職が低スキル就業であるという理屈では必ずしも説

明しきれない。低スキルの業務が低賃金であることは理論上合理的であるが、現実に処遇面で不利な働き

方を低スキルと説明することには、スキルレベルが明確に計測できない以上、慎重であるべきだ。 
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者の裁量の余地を奪うなど、労働者の保有する職業能力よりも、業務遂行に求められる技

能の高低、つまり仕事の技能レベルをより直接的に問題にしてきたといえる。Braverman
（1974=1978）等の労働過程論は、雇用主の管理手法が労働者から裁量を剥奪し、労働は

細分化され、熟練を要しない単調な仕事になることを告発した。Bravermanは労働者の脱

熟練（deskilling）を論じたが、直接には個々の仕事が要求する技能レベルが低下するこ

とを問題視したのである。彼の議論には批判も多いが、肝心の技能とは何かを明確にして

いない点が批判のひとつの焦点であった（Wood 1982）。一方、階層論における職種や雇用

形態への着目にも技能が関係している。階層的位置を左右する要素としての技能を明示的

に理論に組み入れているのは、Wright（2000）、Goldthorpe（2000）などである。Goldthorpe
（2000）は、実証的な議論のベースを職種におきつつも、職務の複雑性、管理監督の困難

性の程度による労働契約の差異に着目している6。なお、社会学的研究には位置づけられな

いが、先にあげた池永（2009）の議論も、高度な技能が要求される仕事、特段のスキルが

要求されない仕事といった技能に関する二極化の議論を、職種に基づいて実証している。 
以上、技能を議論の焦点にしている既存研究の多くは、技能に関する直接的な指標を用

い

いて、Felstead et al.（2007）は学校教育からは仕事能力は必ずしも正

確

う。

技

るよりむしろ、学歴、勤続年数、職種、雇用形態といった間接的な指標によって技能を

論じてきたと言える。一方で、その限界を指摘し、技能をより直接的に指標化しようとい

う研究もある。 
まず、学歴につ

に測れないことを指摘する。では、なぜ学歴がスキルレベルの代理指標として使われて

きたのか。その背景として、Tåhlin（2007）は、その仕事にどの程度のスキルが求められ

るかという労働需要側のスキル要請水準が明示的に測られることは稀で、学歴など労働供

給側のスキルレベルで代理されてきたと述べる。つまり、高いスキルをもつ労働者が就い

ている仕事は高い技能レベルを要する仕事であるという暗黙の合意があった。ここでは、

学歴など人的資本が労働者の職業能力を適切に代理するのかという点、労働者の人的資本

レベルが仕事の技能レベルを適切に代理するのかという点の両者について疑問が呈されて

いる。では、職種等の仕事に求められる技能レベルの指標についてはどうか。Felstead et 
al.（2007）は、職種について、各職種をどの技能レベルに位置づけるかに意見の一致がみ

られていないことや職種カテゴリー内での技能水準の変化を考慮できないなどの問題を指

摘する。同じ職種の中でも仕事によって技能レベルのバラつきがあることと考えるのが妥

当であり、職種が技能レベルを代理することについても疑問がないわけではない。 
以上のような理由から、技能レベルをより直接的に指標化することに有効性があろ

能レベルの指標として、既存研究では、主に仕事の複雑性と仕事の裁量性に着目してき

た7（Spenner1983、Bolton2004、Felstead et al.2004）。実際に長松（2008）は、仕事の

                                                  
6 Goldthorpe（2000）は、労働の階層性を考えるにあたって、雇用主による管理の難易に着眼している。

の複雑さと裁量の程度の高低による 4 象限を用いてサービス労働を類型化し

雇用主に管理を難しくさせる 2 つの要因は、モニタリングの難しさと、労働者の技能・専門的知識の存在

である。前者は、情報の非対称性からエージェンシー問題が発生し、労働の成果について質量ともに判断

を難しくさせる。後者は、高い技能を有する労働者ほど他へ逃れる誘因があることから、雇用主に労働者

をつなぎとめる必要を生じさせる。雇用主のモニタリングが難しいことは、労働者側に裁量の余地が生ま

れることと異ならない。 
7 Bolton（2004）は、職務

て理論的に考察している。 
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複雑性と裁量性の両者を組み合わせて技能の指標を構成し、所得への影響を検証している。

その際に用いられるのは、裁量性や複雑性に関わる多くの変数である8。分析で導こうとす

るものは、どういった技能（裁量・複雑性）が所得に影響するかであった。 
どのような技能が実際に職務上重要なのかを探る見地から技能の多様性を問う長松

（2008）などのアプローチとは異なり、仕事の技能レベルの高低を直接に指標化し、その

技能レベルが労働の質とどう関係するかを検証する研究もある。こうした試みの一つに一

連のBritish Skills Surveyがある。2006 年調査結果を概観したFelstead et al.（2007）に

よると、技能は 2 つの水準で計測される。1 つはスキルの種類に着目したアプローチであ

り、技能の多様な種類を問う。もう一つは全体としてのスキルの要求水準である。ここで

後者に着目すると、仕事に要求される技能水準が、職につくための資格、職業訓練、職業

経験という基準で測られる9。これは、仕事に求められる技能レベルを労働者が評価したも

のといえる。そして、こうした指標を用いた技能の効果も検証されている。技能に関する

同様の検証は日本では少ない。本稿では、仕事に求められる技能レベル（を労働者が評価

したもの）を技能の指標として用いて、労働の質への影響について検討したい。 
 
（２）仕事の技能レベルによる労働の質への影響 
仕事に求められる技能レベルは、どのように労働の質と関係するか。既存研究では、賃

金などの経済的報酬面のみならず、雇用の安定性、仕事の裁量性、仕事の面白さ・仕事満

足など意識面、労働時間面の働きやすさ、能力向上機会との関係が論じられてきた。 
まず、技能と賃金との関係については、経済学的研究において人的資本を蓄積した労働

者ほど高賃金と論じられることを筆頭に、技能の間接的指標（学歴・勤続年数・雇用形態・

職種）と賃金の関係は多くの研究が指摘するところである10。これらの間接的指標以外の

技能指標を用いた研究でも、Tåhlin（2007）、長松（2008）が検証している。Tåhlin（2007）
は、職種による賃金の差は技能によって説明される部分が大きいことを検証した。長松

（2008）も、特定の技能（裁量・仕事の複雑性）が所得に影響することを実証的に示して

いる。 
技能が裁量性と関係する点も、社会学的な労働研究を中心に指摘されるところである。

Gallie et al.（1998）は、技能水準と業務の裁量性との関係を論じ、高い技能レベルの仕

事には直接的な管理監督が難しいことから、労働者側に裁量をもたせる管理手法をとらざ

                                                  
8 長松（2008）では、裁量に関して 5、複雑性に関して 23 のダミー変数をすべて分析に投入した上、ス

テップワイズ法により独立変数の選択を行っている。 
9 具体的な指標は以下の 3 つで構成される。①「あなたが現在（直近）に就いているのと同等の仕事を得

るためには、どのような資格（学歴等）が必要か」、②「学卒後、現在（直近）の仕事に就くまでに職業

訓練をどの程度の期間受けたか」、③「現在の仕事を問題なくこなせる（一人前になる）までにはどのく

らいかかるか」（就業者のみ）である。具体的な質問項目に就いては、Felstead et al.（2007）参照。 
10 理論的には、Goldthorpe（2000）も、モニタリングが難しく、高い技能を要求される仕事には、賃金

面での有利性がもたらされるとした。具体的には、Goldthorpe はこうした労働者の区分によって賃金決

定方式が異なることを論じている。具体的には、管理監督が易しく技能レベルも低い仕事に対しては、厳

格な出来高賃金で管理される。一方で、管理職・専門職など管理監督が難しく技能水準も高い人に対して

は、企業にコミットメントしてもらうことが雇用管理の目的になる。そのため、ストック・オプションな

ど企業業績と連動する給与体系、もしくは将来的な給与上昇をインセンティブにした年功的な賃金方式を

取りやすいとした。 
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るを得ないとする11。技能、そして裁量を持つ場合、それが仕事自体の面白さ（やりがい）、

仕事満足をもたらすことも指摘される。Kalleberg（2011）は、現代における仕事の二極

化では、経済的報酬面のみならず、仕事の面白さも階層化することを論じている。Gallie et 
al.（1998）も、裁量度の高い仕事で働く者の満足度は高いことを指摘する。 
 さらに、仕事に求められる技能の高低は能力向上機会に格差をもたらす可能性もある。

非正規雇用、女性などにおいて企業による教育訓練機会が相対的に少ない点は、企業によ

る投資の回収可能性の観点から理論的に説明されてきた。池永・川口（2010）によれば、

職業訓練の実施は将来に向けての投資であり、その企業で長い期間にわたる勤続が予想さ

れる労働者に対してより多くの人的資本投資がなされるのには合理性がある。低スキルの

労働者に能力開発機会が乏しい点を、既存研究では、非正規雇用や女性における訓練機会

の乏しさを検証することで間接的に示してきたといえる。ただ、技能レベルの高低に関す

る直接的指標を用いて訓練機会の差を検証した研究はOsterman（1995）など少数にとど

まっている12。なお、能力開発に関する焦点は企業による教育訓練機会であったが、能力

開発自体がますます労働者個人に委ねられる傾向にある中では（藤村 2003）、自己啓発に

も差が生じている可能性に着目する必要もあろう。自己啓発の実施が階層化されているこ

とを問題視する研究は多くないが、既存研究では自己啓発の実施に関しても学歴、職種、

雇用形態による差が検証されており、仕事の技能レベルによって自己啓発の実施が規定さ

れる構造がある可能性がうかがえる。その背景は、池永・川口（2010）が述べるように、

低スキルの周縁的労働者がそもそもあまり訓練を要さない業務に割り当てられていること

に関係しよう。技能を要しない仕事は、特にその後のキャリアアップの機会が開けていな

いならば、能力を伸ばすインセンティブに乏しく、自ら能力開発を行う意味も見出せない

ことにこそ問題がある可能性がある。本稿では、労働の質の一側面として、低スキル労働

に従事する労働者が自ら能力を高める意義（必要性）を見いだせないのではないかという

点を、技能レベルの差による能力開発機会の格差を分析することで論じる13。 
本稿で分析に使用するデータは「働き方と学び方に関する調査」（能力開発に関する研究

会、2005 年）である。そのうち、調査時点で雇用就業している者14を分析対象とし、仕事

に求められる技能レベルを規定する要因、そして技能レベルと労働の質との関係を能力開

発機会の格差に着目して検討したい。 
 
 

                                                  
11加えて、Gallie et al.（1998）は、技能レベルに関して全体的な傾向として技能水準の上昇がみられる

ものの、その中で、技能レベルの高い仕事に就く人と低い技能レベルの仕事しか任されない人との間の「技

能レベルの二極化」が生じていることを論じる。 
12 Osterman（1995）は、事業所調査を用いて、事業所の基幹的業務の技能レベルと教育訓練との関係

について論じている。技能レベルの指標は”Not Skilled”～”Extremely Skilled”という 5 段階の尺度であ

り、基幹的業務の技能レベルが高い場合（"Very Skilled”か” Extremely Skilled”）、事業所は従業員に

Off-JT を提供しやすいことを示した。 
13 労働の質に関する他の論点（裁量性、賃金など）と技能レベルとの関係については、補論で扱う。 
14 なお、後の分析で昨年一年間の教育訓練実施について検討するため、現職の勤続 1 年以上のサンプル

に対象を限定した。 
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2～3年程度(N=311)

4～5年程度(N=93)

6～9年程度(N=22)
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図1 技能レベルの分布

 

３．技能レベルの分布とその規定要因 

（１）技能レベルの分布―クロス表による検討 
まず、技能がどのように分布しているのかを検討しよう。本稿では、技能の指標として、

仕事に求められる技能レベルを用いる15。これは、人的資本のように働く者自身の調査時

点の能力水準を示す指標ではない。むしろ、その人がどの程度の技能を要する仕事に就い

ているかを評価したものである16。以下では、技能がどのように分布し、高い技能を要す

る仕事、技能レベルの低い仕事の特徴は何か、どういう労働者が技能レベルの高い仕事、

低い仕事に就いているのか、クロス表によって検討する。 
まず、全体として技能レベルがどのように分布しているのかを確認しよう。図 1 をみる

と、技能レベルは、「1 年程度」に分布の最頻値があるが、「1 ヵ月以下」という低いレベ

ルから、「4～5 年程度」以上の高いレベルまで広く分布している。以下では、技能レベル

の高い仕事、低い仕事について議論するため、技能レベルを「3 ヵ月程度以下」、「6 ヵ月

～1 年程度」、「2 年程度以上」という 3 つに大きく分類して分析を行いたい17。 
では、どのような仕事が技能レベルの高い仕事、低い仕事に位置づけられるか。誰が技

能レベルの高い仕事、低い仕事に就いているのか。表 1 に各属性と技能レベルとの関係を

示す18。 
まず、全体として、技能レベルが「2 年程度以上」という高いレベルの仕事、「3 ヵ月程

度以下」という低いレベルの仕事が約 3 割ずつ存在し、残りの約４割が中間的なレベルの

「6 ヵ月～1 年程度」に分布している。では、各属性との関連を読もう。まず、性別との

関連をみると、男性の方が女性よりも「2 年程度以上」の割合が大きく、逆に女性では「3

                                                  
15 技能レベルの変数は、「あなたが現在ついている仕事に、新人を配属した場合、どのくらいの期間で一

通り仕事ができるようになると思いますか」（問 12）への回答を用いた。 
16 この指標は、現在の仕事を問題なくこなせる技能レベルを直接に問う点で、British Skills Survey2006
における「現在の仕事を問題なくこなせる（一人前になる）までにはどのくらいかかるか」（就業者のみ）

という項目と近い。この調査では、「1 ヵ月未満」の回答を低レベル、「2 年超」の回答を高レベルとして

扱っている。Felstead et al.（2007）参照。 
17「1 ヵ月程度以下」「2～3 ヵ月程度」を低い技能レベルを表す「3 ヵ月程度以下」、「6 ヵ月程度」「1 年

程度」を中程度の技能レベルを表す「6 ヵ月～1 年程度」、「2～3 年程度」「4～5 年程度」「6～9 年程度」

「10 年以上」を高い技能レベルを表す「2 年程度以上」としてカテゴリー化した。 
18 χ2 乗検定による統計的有意性の検定結果を表中に示した。 
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ヵ月程度以下」の割合が大きいことが分かる。男女で就いている仕事に技能レベルの差が

あることがうかがえる。ただ、その背景に女性にパートタイム労働者が多いことが関係す

る可能性がある。そこで、女性のうちフルタイム就業者19のみを対象に技能の分布を示し

た。これをみると、確かに女性全体における技能の分布よりも「3 ヵ月程度以下」の割合

が小さく「2 年程度以上」の割合が大きい。ただ、フルタイムの女性に限定しても男性と

の技能レベルの格差があることがうかがえた。次に、学歴別にみると20、「中学・高校」「専

門・短大」に比べて「大学・大学院」で、技能レベル「2 年程度以上」の割合が大きく「3
ヵ月程度以下」の割合が小さい。高学歴者が労働市場で相対的に高スキルの仕事を獲得し

やすいことが示されている。雇用形態別にみると、「正規雇用」で技能レベル「2 年程度以

上」の割合が約 4 割あるのに対し、「非正規雇用」では「3 ヵ月程度以下」の割合が約 6
割を占める。既存研究の指摘の通り、非正規雇用は相対的に低スキルの仕事を割り当てら

れている場合が多い21。正規雇用と同等の労働時間を働くフルタイムの非正規労働者の技

能レベルはどうか。表には非正規雇用のうち、フルタイムの者のみの技能レベルの分布を

示した。これをみると、たしかに非正規雇用全体よりは技能レベルが高いが、正規雇用と

の差はなお大きい。同等の労働時間を働く場合でも、雇用形態間で仕事の割り当てに差が

あることがうかがえた。次に職種別にみよう。「専門・技術職」「管理職」「技能工・労務職」

において技能レベルが「2 年程度以上」の割合が高い。対照的に、「サービス職」「運輸・

通信・保安」において技能レベルが「3 ヵ月程度以下」の割合が大きい。つまり、「専門・

技術職」「管理職」「技能工・労務職」は高いレベルの技能を要する仕事が多く、「サービス

職」「運輸・通信・保安」においては低い技能レベルの仕事が多い。企業規模との関係をみ

ると、企業規模が大きいほど技能レベルが高い仕事の割合が大きく、規模が小さい企業で

技能レベルの低い仕事が多い。さらに、勤続年数と技能レベルとの関係は、勤続年数が長

くなるほど技能レベルが高い仕事の割合が高まるという明瞭な関係が見られる。なお、年

齢別にみると、技能の分布は年齢層によって差が小さい。勤続年数との関係と比較した場

合に読み取れることは、年齢が高い層が必ずしも同一企業に勤続している層ばかりでなく、

高年齢層に転職層や労働市場への再参入層が少なくないことが22、年齢と技能レベルとが

関係していない結果の背景にある可能性がうかがえる。 

                                                  
19週実労働時間が 35 時間以上の者をフルタイム就業者とした。 
20 本稿では、卒業だけでなく中退も含めた学歴を扱うため、最終学歴ではなく、最終通学歴として分析

に使用している。 
21 ただ、正規雇用は高レベル、非正規雇用は低レベルのように雇用形態によって技能レベルが完全に分

離しているわけではない。佐藤（2010）が述べるように、高い技能レベルを要する仕事をする非正規労

働者がいる一方、低い技能レベルの仕事をする正規労働者もいることがわかる。 
22 年齢が高い層の一定部分が、労働市場への再参入層であり、いわゆる「主婦パート」といわれる女性

の非正規雇用であることがこの結果の背景にあると推察される。 
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N 3ヵ月程度以下
6ヵ月～1年

程度
2年程度以上

1517 31.4% 39.2% 29.4%

男性 821 17.1% 39.8% 43.1%

女性 696 48.3% 38.5% 13.2%

(女性のうちフルタイム就業者) (437) 39.6% 43.7% 16.7%

20歳代 235 33.6% 42.1% 24.3%

30歳代 490 28.2% 40.6% 31.2%

40歳代 496 31.7% 37.9% 30.4%

50歳代 296 34.5% 36.8% 28.7%

中学・高校 648 37.5% 37.5% 25.0%

専門・短大 419 35.1% 39.1% 25.8%

大学・大学院 450 19.1% 41.8% 39.1%

正規雇用 1069 19.6% 42.7% 37.8%

非正規雇用 448 59.6% 31.0% 9.4%

(非正規のうちフルタイム就業者) (195) 51.3% 36.9% 11.8%

専門・技術職 355 16.1% 38.9% 45.1%

管理職 81 9.9% 38.3% 51.9%

事務職 312 29.8% 49.7% 20.5%

販売職 225 38.2% 38.7% 23.1%

サービス職 202 60.9% 30.7% 8.4%

運輸・通信・保安 73 53.4% 31.5% 15.1%

技能工・労務職 269 26.0% 36.8% 37.2%

29名以下 392 42.3% 33.4% 24.2%

30～299名 527 35.9% 37.6% 26.6%

300名以上 462 22.1% 44.2% 33.8%

官公庁 136 14.0% 45.6% 40.4%

5年未満 450 50.9% 33.8% 15.3%

5年以上10年未満 358 33.5% 40.2% 26.3%

10年以上15年未満 237 21.9% 44.3% 33.8%

15年以上20年未満 168 19.0% 47.6% 33.3%

20年以上 304 14.1% 37.5% 48.4%

転職経験なし 520 14.8% 40.2% 45.0%

転職1回 391 33.8% 39.1% 27.1%

転職2回以上 606 44.1% 38.4% 17.5%

**1%水準で有意,*5%水準で有意

表1　技能レベルの分布（行％）

-基本属性別-

全体

年齢

最終通学歴**

企業規模**

転職経験**

雇用形態**

性別**

職種**

勤続年数**

 
 
（２）技能レベルの高い仕事、低い仕事の規定要因 
 では、上のクロス表での検討をふまえて、技能の高い仕事、低い仕事の規定要因を分析

しよう。分析方法は二項ロジスティック回帰分析とする23。被説明変数は、技能レベルの

低い仕事として「3 ヵ月程度以下」、技能レベルの高い仕事として「2 年程度以上」とし、

                                                  
23 分析手法としては、技能レベルが順序変数ゆえ順序ロジスティック回帰分析を行うことも考えられた

が、ここでの分析目的は技能レベルの低い仕事、高い仕事それぞれの特性を描くことであり、それぞれを

被説明変数とした二項ロジスティック回帰分析が適当と判断した。 
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それぞれを規定する要因を基本属性との関係で検証した。投入した説明変数は、性別、年

齢、学歴、雇用形態、職種、企業規模、勤続年数、転職経験である。 

被説明変数

係数値 標準誤差 オッズ比 係数値 標準誤差 オッズ比

性別（1=男性、0=女性） -1.115 .174 .328 ** 1.200 .169 3.320 **

年齢 -.012 .078 .988 .073 .086 1.076

年齢2乗/100 .033 .098 1.033 -.112 .108 .894

最終通学歴（基準：中学・高校）

専門・短大 -.151 .160 .860 .280 .175 1.323

大学・大学院 -.193 .189 .825 .219 .174 1.245

雇用形態（1=正規、0=非正規） -.765 .167 .466 ** .577 .214 1.781 **

職種（基準：事務職）

専門・技術職 -.594 .210 .552 ** 1.004 .193 2.729 **

管理職 -.032 .431 .969 .504 .294 1.656

販売職 .458 .217 1.581 * .071 .237 1.073

サービス職 .688 .221 1.990 ** -.487 .318 .614

運輸・通信・保安 1.919 .326 6.814 ** -.885 .384 .413 *

技能工・労務職 .059 .233 1.061 .553 .227 1.739 *

企業規模（基準：29名以下）

100‐299人 -.031 .161 .970 -.142 .176 .867

300人以上 -.417 .181 .659 * -.165 .184 .848

官公庁 -.727 .312 .483 * .082 .257 1.086

勤続年数 -.103 .028 .902 ** .016 .030 1.016

勤続年数2乗/100 .174 .088 1.190 * .083 .085 1.087

転職経験（基準：転職経験なし）

転職1回 .040 .210 1.041 -.203 .181 .816

転職2回以上 -.246 .232 .782 -.212 .217 .809

定数 1.113 1.488 3.043 -3.824 1.614 .022 *

χ2乗値 424.216 ** 337.695 **

自由度 19 19

-2 対数尤度 1463.204 1499.985

Nagelkerke R2 乗 .343 .284

N 1517 1517

**1%水準で有意,*5%水準で有意

表2 仕事の技能レベルの規定要因
(二項ロジスティック回帰分析)

3ヵ月程度以下 2年程度以上

 

 分析の結果をみよう（表 2）。まず、技能レベル「3 ヵ月以下」の結果から読む。「女性」

「非正規雇用」「販売職」「サービス職」「運輸・通信・保安」「勤続年数が短い」ほど技能

レベルが低い確率が高いことがわかる。また、「事務職」と比較して「専門・技術職」、企

業規模「29 人以下」と比較して「300 人以上」「官公庁」である場合、技能レベルの低い

仕事である確率は低い。次に「2 年程度以上」の結果を読もう。この結果は「3 ヵ月程度」

の規定要因と完全な対をなしているわけではない。「男性」「正規雇用」「専門・技術職」「技

能工・労務職」であるほど高スキルの仕事である確率が高く、「運輸・通信・保安」ではそ

の確率は低い。 
以上の検討からわかったことをまとめよう。仕事の技能レベルは、性別、雇用形態、職

種、企業規模、勤続年数に関係する。男性、正規雇用、専門・技術職、技能工・労務職、

大企業が相対的にスキルレベルの高い仕事に恵まれている一方、女性、非正規雇用、サー

ビス職、運輸・通信・保安職、小企業、勤続年数の短い層で技能レベルの低い仕事が多い。

これは、雇用形態や職種などの間接的指標を用いて技能を論じてきた既存研究の知見と整

合的な結果である。ただ、「仕事の技能レベル」という変数の効果は、学歴、雇用形態、職

種、勤続年数など技能の間接的指標の効果に必ずしも還元されるものではない。この点を、
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次に、労働の質への技能の影響を分析する中で検証しよう。 
 
４．技能レベルと労働の質―能力向上の意味を感じられない仕事の所在 

（１）分析課題と仮説―技能レベルによる能力開発機会の差とその背景 
 本節では、技能レベルによって労働の質（Quality of Work）が異なる可能性を検討する。

前述のように、労働の質には多様な側面があり、賃金などの経済的報酬面以外にも、雇用

の安定性、裁量、仕事のやりがい・満足、働きやすさなどが指摘される。そうした中、本

節では能力開発機会の格差について検討したい。格差の理由は、特に低スキルの業務を行

う労働者に企業から教育訓練機会が提供されていない可能性にまずは求められよう。ただ、

それだけでなく、低スキルの仕事が、自ら能力を伸ばす意味を感じにくい性質をもつこと

にも問題がある可能性がある。これは、教育訓練機会の配分という論点を超え、社会学的

な労働研究がかねてより問題としてきた、仕事の非熟練の意味を問うことにつながる。こ

の点について自己啓発を分析することで検討したい。 
どの程度の技能を必要とする仕事についているかは、能力開発機会に関係する。既存研

究では、雇用形態による能力開発機会の格差を論じる中で、技能レベルによる格差を指摘

してきた（労働政策研究・研修機構 2009、小杉・原 2011）。特に技能レベルの低い仕事に

従事する労働者は能力向上機会が乏しい可能性がある。非正規雇用や女性などに多い周縁

的労働者に能力開発機会が乏しい背景には、池永・川口（2010）によれば、人的資本投資

の回収可能性からその合理性が指摘された。そして、能力開発機会の差は、主に企業によ

る教育訓練（Off-JT）機会の提供をもって検討されてきた（黒澤・大竹・有賀 2007、原

2007、労働政策研究・研修機構 2009）。 
企業による教育訓練（Off-JT）機会の格差に比べて、働く者自らが主体的に行う自己啓

発に着目し、その階層性を指摘した研究は多くない。その理由は、自己啓発を行うかどう

かが本人の意欲にも大きく左右されうることによる、分析結果の解釈の困難があろう24。

つまり、企業によるOff-JT実施に対しては選別的な能力開発機会の配分を指摘できたが、

労働者自らが行う自己啓発に差がある場合は、そこに問題を指摘しにくかったといえる25。 
自己啓発実施の規定要因については、原（2011）、池永・川口（2010）、吉田（2004）

等が論じている。それによると、高学歴、専門職、正規雇用などで自己啓発の実施がなさ

れやすい。このように、自己啓発の規定要因を分析した研究からは、自己啓発も技能レベ

ルと関係し、低スキルの業務に従事する労働者では自己啓発が行われにくいことが推察さ

れる26。技能レベルによってOff-JTに差があることは企業による選別的な能力開発機会の

配分に求められたが、自己啓発の差はどのように説明できるだろうか。 
なぜ低スキルの業務に就く労働者は自己啓発を行わないのかを検討するためには、自己

啓発を行わない（行えない）理由を分析する必要があろう。マクロ統計である厚生労働省

                                                  
24 実際に、原（2007）は、企業の Off-JT 実施の規定要因を分析する際、自己啓発の実施有無を労働者

の能力開発意欲の代理変数として説明変数に投入している。 
25 既存研究では、企業による教育訓練機会に恵まれない労働者（女性・非正規雇用など）が自己啓発に

よって能力開発を補っているという説明がなされることもある。 
26 ただ、池永・川口（2010）では、自己啓発は Off-JT と比べて、性別による差がなく、雇用形態によ

る差も小さいことを指摘する。Off-JT に比べて大きいのは学歴による差である。そして、自己啓発の学

歴差に関して、学歴が高いほど投資効率がいいことを指摘する。 
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『能力開発基本調査』個人調査をみると、自己啓発を行う際の問題として、全体としては

「忙しくて自己啓発の余裕がない」という時間的制約を挙げる回答が最も多く、次に「費

用がかかりすぎる」という金銭的制約が続く。自己啓発において時間的制約の問題が大き

いことは既存研究でも指摘されることである27。ただ、佐藤（2010）が論じるように、自

己啓発の時間がないと感じるのは主に正規雇用であり、労働時間が長い層である。技能レ

ベルが低い仕事を行う層が自己啓発を行っていない理由を時間的制約に求めるのは早計で

あろう。 
池永・川口（2010）は、非正規・女性など周縁的労働者に訓練機会が乏しい背景として、

労働市場への密着や企業への勤続が短いことの影響を検証したが、同時にそれ以外の要因

が根強いことを示唆した。周縁的労働者がそもそもあまり訓練を要さない業務に割り当て

られている可能性である。ここからは、特段のスキルを求められない単調な業務を担う場

合に、能力を伸ばす意味を感じられないことが、働く者自らが能力を伸ばそうとしない背

景にある可能性がある。つまり、Kalleberg（2011）が論じるように、能力向上のインセ

ンティブを感じられる仕事とそうでない仕事の差が厳然としてある可能性である28。特段

のスキルを要しない仕事に就いている場合に自ら能力向上するインセンティブが乏しくな

るのではないか。もっとも、現在の仕事の技能レベルに関わらず、その後にキャリアアッ

プの機会が開けていれば問題は小さい可能性もある。以上から導かれる仮説として次の 2
点を検証したい。 
①仕事の技能レベルによって企業による教育訓練（Off-JT）のみならず自己啓発の実施に

も差があり、低スキルの業務に就く労働者では自己啓発が行われにくい。一方で、その

後のキャリアを見通せる場合は、自己啓発が行われやすい。 
②自己啓発を実施していない背景として何が問題としてあるかに関して、低スキルの仕事

に就いている者は、「時間がない」という問題よりむしろ「自己啓発の必要性を感じない」

という認識をもちやすい。逆に、スキルレベルによらず、その後のキャリアの見通しが

ある場合は、こうした問題を認識しにくい。 
 
（２）分析１：Off-JT、自己啓発実施と技能レベルによる差 
 まず、仕事の技能レベルによって、Off-JT、自己啓発の実施に差があるかを検証しよう。

図 2 で、技能レベル別に、企業による教育訓練（Off-JT）実施割合29、自己啓発実施割合30

を示す。これをみると、技能レベルが「3 ヵ月程度以下」である場合、Off-JTのみならず

自己啓発の実施割合も格段に低いことがわかる。仕事の技能レベルが高いほど、Off-JT、
自己啓発の実施割合が高い31。 

                                                  
27藤村（2003）、樋口・川出（2003）等。 
28 Kalleberg（2011）はこれを”intrinsic reward”としてその格差を論じている。 
29 「あなたは過去 1 年間に、勤務先（会社）の指示で「教育訓練」を受けましたか。「教育訓練」とは、

仕事から離れて参加する訓練・研修のことです」（問 28）に対する回答を用いた。 
30 「あなたは過去 1 年間にご自分で今の仕事やこれから就きたい仕事に関わる勉強（自己啓発）をしま

したか」（問 32）に対する回答を用いた。 
31逆の因果関係である可能性も指摘されよう。つまり、過去 1 年に Off-JT を受講した、自己啓発を実施

したから現時点での技能レベルが高いという関係性である。その因果の方向は否定できないものの、検証

は難しい。ただ、技能レベルの急激な飛躍は見込まれないことに加え、本稿の主張を行う理由として次の
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35.9%

23.9%

41.5%

46.2%

0% 20% 40% 60%

▼Off-JT

3ヵ月程度以下(N=476)

6ヵ月～1年程度(N=595)

2年程度以上(N=446)

▼自己啓発

3ヵ月程度以下(N=476)

6ヵ月～1年程度(N=595)

2年程度以上(N=446)

図2 企業による教育訓練(Off-JT)、自己啓発実施の割合

－技能レベル別－

 
では、上のクロス表の結果を、Off-JT、自己啓発実施の有無のそれぞれを被説明変数と

するロジスティック回帰分析によって検討しよう。以下の変数を説明変数として投入した。

まず、基本変数として、性別、年齢、学歴、雇用形態、職種、企業規模、勤続年数、転職

経験、労働時間である。また、能力開発の実施に対してはその人の観察されざる能力が影

響する可能性が指摘されることから32、その影響を統制するため、「中学 3 年時の成績」を

その代理変数として投入した33。そのうえで、技能レベルの変数34を投入してその効果を

検証した。また、自己啓発に対しては、現在の技能レベルによらず将来のキャリアアップ

が見通せるかどうかも能力開発意欲に関わることから、キャリアの見通しの代理変数とし

て、「仕事を通じた能力向上機会」有無の変数を投入した35。 

                                                                                                                                                 

結果を表 3 に示す。まず、Off-JT の結果から読もう。「専門・技術職」である場合、企

業規模「29 人以下」に比べてそれ以上の規模の場合、中学 3 年時の成績が良いほど、Off-JT
の実施確率は高い。逆に、技能レベルが「3 ヵ月程度以下」の場合、Off-JT が実施されに

くい。次に、自己啓発実施の結果を読もう。学歴が「大学・大学院」の場合、「専門・技術

職」の場合、中学 3 年時の成績が良い場合、仕事を通じた能力向上機会がある場合に自己

 
点を注記したい。本調査では Off-JT 実施、自己啓発実施の時間数に関する設問があるが、その回答の多

くは年間で 50 時間未満である。50 時間に満たない（決して長時間とは言えない）研修・自己啓発によっ

て、技能レベルが大きく変わることは想定できない。また、Off-JT など企業が実施する訓練の場合は必

要な研修を施して高いレベルの仕事に就けるという関係も想定可能だが、自己啓発という労働者主導の能

力開発の場合は、企業と労働者の間に情報の非対称性が一定程度ある場合、その成果を企業は完全に把握

できず、自己啓発したからといってすぐにレベルの高い仕事に就くとは考えにくい。よって、自己啓発を

したから仕事の技能レベルが高まったという関係を想定するよりも、仕事の技能レベルが高い人のほうが

自己啓発を行なっていると想定するほうが妥当と考え、本稿の主張を維持するものである。 
32 企業が行う研修については、能力が高く研修効果が期待できる従業員に研修が付与されやすいという

関係があろう。また、自己啓発についても、能力が高い人の方がより積極的であるという内生性（原 2011）
が考えられる。 
33値が高いほど成績が良いという順序変数として投入した。 
34 技能レベルの高い仕事、低い仕事の影響を考察するため、分析では、基準カテゴリーを中間的な「6
ヵ月～1 年程度」とし、「3 ヵ月程度以下」「2 年程度以上」の影響を検討した。 
35 「あなたは現在の職場について、どの程度満足していますか。」（問 16）に対する「仕事を通じて職業

能力を高める機会」への回答を用いた。分析では、「満足」「やや満足」という回答を「機会あり」とし、

それ以外の場合を「機会なし」とするダミー変数として扱った。なお、Off-JT に対する分析では、企業

による教育訓練機会の提供の有無と仕事を通じた能力向上機会とは理論上強い関連が想定できることか

ら、説明変数には含めなかった。 
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啓発が実施されやすく、「技能工・労務職」の場合、技能レベルが「3 ヵ月程度以下」の場

合に、自己啓発の実施確率が低くなる。以上の結果は、能力開発実施に影響するとされる

属性をコントロールしても、技能レベルが「3 ヵ月程度以下」の場合に、Off-JT のみなら

ず自己啓発も実施されにくいことが示された。また、現在の仕事の技能レベルによらず、

将来高いレベルの仕事に就ける見込みがあることが自己啓発を促していることもわかった。

この結果は、仕事の技能レベル変数が、Off-JT、自己啓発実施に対して、他の属性に還元

されない効果をもつことを示唆している。また、低スキルの仕事に就いている労働者では、

企業による教育訓練の分配で不利な立場にあるばかりでなく、自ら能力向上を行う確率も

低いことを示している。 
では、低スキルの仕事に就く労働者が自己啓発を行わない背景には何があるのか。自己

啓発を実施しなかった人についてその理由を検証する次の分析にすすみたい。 

被説明変数

係数値 標準誤差 オッズ比 係数値 標準誤差 オッズ比

性別（1=男性、0=女性） -.053 .166 .949 .098 .161 1.103

年齢 -.090 .077 .914 .055 .076 1.056

年齢2乗/100 .097 .096 1.102 -.081 .095 .922

最終通学歴（基準：中学・高校）

専門・短大 .292 .156 1.339 .214 .152 1.239

大学・大学院 -.142 .179 .867 .542 .170 1.720 **

雇用形態（1=正規、0=非正規） .304 .206 1.356 .155 .191 1.168

職種（基準：事務職）

専門・技術職 .528 .184 1.696 ** .688 .175 1.990 **

管理職 .016 .306 1.016 .182 .289 1.200

販売職 .250 .221 1.284 -.272 .210 .762

サービス職 .309 .243 1.362 .320 .217 1.377

運輸・通信・保安 .583 .325 1.791 -.442 .354 .643

技能工・労務職 .332 .223 1.394 -.619 .224 .538 **

企業規模（基準：29名以下）

100‐299人 .465 .170 1.592 ** .044 .157 1.045

300人以上 .703 .178 2.019 ** -.060 .170 .942

官公庁 .868 .250 2.381 ** -.271 .245 .763

勤続年数 -.009 .027 .991 -.051 .027 .950

勤続年数2乗/100 .087 .077 1.090 .111 .079 1.118

転職経験（基準：転職経験なし）

転職1回 -.179 .178 .836 -.070 .177 .932

転職2回以上 .039 .206 1.040 .125 .203 1.134

週実労働時間（基準：35～42時間）

35時間未満 .393 .234 1.481 -.159 .216 .853

43～48時間 .253 .180 1.288 .023 .173 1.023

49～59時間 .350 .197 1.419 .039 .190 1.040

60時間以上 .347 .232 1.415 -.015 .228 .985

中学3年時の成績 .183 .065 1.200 ** .239 .064 1.270 **

仕事の技能レベル（基準：6ヵ月～1年程度）

3ヵ月程度以下 -.354 .165 .702 * -.637 .158 .529 **

2年程度以上 .150 .145 1.162 .093 .145 1.098

仕事を通じた能力向上機会（1=あり、0=なし） .664 .120 1.942 **

定数 -.868 1.461 .420 -2.406 1.441 .090

χ2乗値 105.413 ** 268.798 **

自由度 26 27

-2 対数尤度 1692.17 1736.459

Nagelkerke R2 乗 .097 .221

N 1517 1517

**1%水準で有意,*5%水準で有意

Off-JT 自己啓発

表3 Off-JT、自己啓発実施の規定要因
(二項ロジスティック回帰分析)
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（３）分析２：自己啓発を実施しない背景の技能レベルによる差 
 ここでは、表 3 の分析をふまえ、自己啓発の非実施者を分析対象として、自己啓発を行

わない背景に何があるのか、技能レベルとの関係で検討する。具体的な仮説は既に述べた

とおりである。低スキルの仕事に就く労働者にとっての自己啓発の問題は、多くの既存研

究で主に正規雇用労働者の自己啓発の際の問題として語られる「時間がない」という問題

ではなく、むしろ、自己啓発を行う意味を感じられないことにこそ問題があるのではない

か。 
 この点を、まずクロス表で確認したい。図 3 には、自己啓発を行う際の問題の有無と技

能レベルとの関係を示した。これをみると、「特に障害はない」の割合は技能レベルによっ

て差がない。具体的にどの問題について技能レベルによる差があるのか。統計的に有意な

差があるのは、「自己啓発を行う時間がない」と「「自己啓発」の必要性を感じない」であ

る36。まず、全体として「自己啓発を行う時間がない」という問題を挙げる割合が最も高

いが、技能レベルとの関係でみると、技能レベルが高い仕事の場合にこの問題が指摘され

る割合が高く、技能レベルが「3 ヵ月程度以下」の場合はこの問題を感じる割合は相対的

に低い。一方、「「自己啓発」の必要性を感じない」という問題に関しては、技能レベルが

「3 ヵ月以下」の場合に挙げられる割合が格段に高いことが特徴である。 

31.2%

20.2%

15.2%

17.1%

23.8%

18.5%

31.6%

17.8%

12.1%

17.0%

35.3%

9.8%

30.4%

12.5%

14.2%

12.9%

35.8%

11.7%

0% 10% 20% 30% 40%

特に障害はない

どこで学べばよいかわ

からない

どのような内容を学べ

ばよいかわからない

自己啓発の費用が高額

である

自己啓発を行う時間が

ない**

「自己啓発」の必要性

を感じない**

図3 自己啓発を行うための障害

―仕事の技能レベル別―

（自己啓発の非実施者）

3ヵ月程度以下(N=362)

6ヵ月～1年程度(N=348)

2年程度以上(N=240)

 

クロス表で確認された点を、他の要因をコントロールした計量分析で確認しよう。クロ

ス表では、技能レベルによって自己啓発にどのような問題を認識するかに差があることが

示唆された。具体的には、技能が「3 ヵ月程度以下」と低スキルの仕事に就く労働者の場

                                                  
36 1%水準で有意な差であり、図 3 の中に**で示した。他の問題については、5％水準で有意な差のある

問題はなかった。なお、調査では他に 3 つの選択肢（問題）が挙げられていたが、いずれも問題と指摘し

た割合が 10％以下であり、図 3 では割愛した。 
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合、問題は「時間がない」ことよりも「「自己啓発」の必要性を感じない」ことであるのが

特徴である。この点を検証するため、「自己啓発を行う時間がない」「「自己啓発」の必要性

を感じない」というそれぞれの回答を被説明変数として技能レベルの影響を検証したい。

分析方法は二項ロジスティック回帰分析とし、投入した変数は性別、年齢、学歴、雇用形

態、職種、企業規模、勤続年数、転職経験、労働時間、中学 3 年時の成績、技能レベルで

ある。また、現在の仕事の技能レベルによらず、将来のキャリアの見通しがあるかどうか

によっても意欲が変わってくることから、キャリアの見通しの代理変数として、「仕事を通

じた能力向上機会」有無の変数を投入した。 

被説明変数

係数値 標準誤差 オッズ比 係数値 標準誤差 オッズ比

性別（1=男性、0=女性） -.896 .221 .408 ** -.319 .304 .727

年齢 .201 .096 1.223 * -.051 .123 .950

年齢2乗/100 -.231 .119 .794 .071 .151 1.074

最終通学歴（基準：中学・高校）

専門・短大 -.138 .189 .871 -.223 .241 .800

大学・大学院 .361 .224 1.435 -.311 .339 .733

雇用形態（1=正規、0=非正規） .723 .249 2.061 ** -.297 .312 .743

職種（基準：事務職）

専門・技術職 -.389 .254 .677 .177 .358 1.193

管理職 -.369 .401 .691 -1.572 1.064 .208

販売職 -.077 .261 .926 -.232 .357 .793

サービス職 -.087 .296 .917 -.039 .363 .961

運輸・通信・保安 -.214 .378 .807 -.052 .502 .949

技能工・労務職 -.136 .253 .872 .047 .335 1.049

企業規模（基準：29名以下）

100‐299人 -.197 .195 .821 .230 .242 1.259

300人以上 -.022 .209 .978 -.144 .285 .866

官公庁 -.094 .324 .911 -.260 .481 .771

勤続年数 -.022 .032 .978 .122 .043 1.130 **

勤続年数2乗/100 .064 .095 1.067 -.289 .127 .749 *

転職経験（基準：転職経験なし）

転職1回 -.072 .226 .931 .291 .310 1.338

転職2回以上 -.189 .254 .828 .076 .344 1.079

週実労働時間（基準：35～42時間）

35時間未満 -.096 .285 .908 -.110 .323 .895

43～48時間 .572 .226 1.772 * -.198 .294 .820

49～59時間 .496 .254 1.641 -.622 .374 .537

60時間以上 1.546 .299 4.693 ** .261 .390 1.298

中学3年時の成績 .066 .082 1.068 -.061 .108 .941

仕事の技能レベル（基準：6ヵ月～1年程度）

3ヵ月程度以下 -.409 .193 .664 * .615 .256 1.850 *

2年程度以上 -.070 .194 .932 .422 .293 1.524

仕事を通じた能力向上機会（1=あり、0=なし） -.036 .167 .965 -.506 .247 .603 *

定数 -5.123 1.852 .006 ** -1.366 2.417 .255

χ2乗値 85.834 ** 52.394 **

自由度 27 27

-2 対数尤度 1091.256 702.373

Nagelkerke R2 乗 .122 .098

N 950 950

**1%水準で有意,*5%水準で有意

自己啓発を行う時間がない 「自己啓発」の必要性を感じない

表4 自己啓発を行うための問題の規定要因

(二項ロジスティック回帰分析)
-分析対象：自己啓発の非実施者-

 
結果をみよう（表 4）。まず「自己啓発を行う時間がない」の規定要因をみる。性別、年

齢、雇用形態、労働時間がこの問題の発生に関係することに加え、技能レベルが「3 ヵ月

程度以下」の場合この問題を感じる確率が低いことがわかる。一方、「「自己啓発」の必要
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性を感じない」の規定要因をみると、勤続年数の影響があることに加え、技能レベルが「3
ヵ月程度以下」の場合に問題を感じる確率が高いこと、仕事を通じた能力向上機会がある

場合に問題を感じにくいことが示される。この分析から、低い技能レベルの仕事に従事す

る場合なぜ自己啓発が実施されないかに関して、時間的制約よりも、「「自己啓発」の必要

性を感じない」ことに一定の理由を求められることが示された。 
 
５．結論 

 本稿では、仕事の技能レベルに関する指標を用いて、技能がどのように分布しているか

を検討すると同時に、技能の労働の質への影響に関して、能力開発との関係から考察した。

本稿の分析結果は次のように要約することができる。 
まず、技能は性別、雇用形態、職種、勤続年数による偏りがある。男性、正規雇用、専

門・技術職において高い技能を要する仕事が多くある一方で、女性、非正規雇用、サービ

ス職、運輸・通信・保安で低スキルの仕事が多い。この結果は、雇用形態や職種による違

いをもって技能を論じてきた既存研究の知見と整合的ではある。ただ、それらの間接的な

指標に還元されない効果を技能レベル変数がもつことも、労働の質との関係を分析する中

で示された。つまり、同じ職種や雇用形態の中でも仕事の技能レベルにはバラつきがあり、

それがより直接に労働の質に影響するのである。本稿で用いた技能レベルの指標は、労働

者の主観的な評価に基づいたものであり、マクロな視点で見たときの労働市場における技

能の「客観的な」分布を示すものではない。ただ、この技能レベル指標を用いた技能の分

布は、技能の分布に関わる既存研究の知見と整合的という意味で有効であるのみならず、

労働の質との関係で既存研究の技能の指標では捉えきれない効果を示した。 
では、技能は労働の質とどう関係するのか。より端的に問うなら、低スキルの労働はな

ぜ問題となりうるのか。既存研究は様々な論点を提示してきたが、本稿では能力開発、特

に自己啓発との関係から低スキルの労働の問題の一端を示した。分析の結果、技能レベル

が「3 ヵ月以下」と低スキルの仕事に就いている場合、企業による教育訓練（Off-JT）の

みならず働く者自らが行う自己啓発も実施されにくい。そして、低スキルの労働者が自己

啓発を実施しない背景として、「「自己啓発」の必要性を感じられない」という問題がある

ことも明らかになった。ここからは、低スキルの労働は能力を高める意味を感じられにく

い仕事である場合が多いという問題が示唆される。これは、能力開発機会が不公平に分配

されているという「配分の問題」を超えて、働く者にとって能力を高める意義を感じられ

ない仕事が低スキル就業の裏にあるという、労働の質そのものの問題があるといえるだろ

う。ただ、現在就いている仕事レベルとともに、将来の見通しが重要であることも同時に

示された。つまり、現在の仕事の技能レベルによらず、将来に向けてキャリアアップの機

会が開けている場合は働く者の意欲は失われない。 
非正規雇用など相対的に低スキルの労働者に対して能力開発支援をどう行うべきかは重

要な政策的論点でありつづけるが、能力開発の分配問題に論議を終始させてはならない。

労働者に能力を高める意欲をもたらさない低スキルの労働の意味についてあらためて考え

る必要があるだろう。また、現在は低スキルの仕事に就いていても将来のキャリアを見通

せることが、自ら能力を高めようという意欲をもつためには重要であり、キャリアの見通

しを可視化するための政策的支援が今後さらに検討されるべきであろう。 
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補論：技能レベルと職業資格、裁量性、賃金との関係 

 
 ここでは、技能と労働の質との関係にかかわる本論では扱わなかった論点について、補

足的な分析として、簡単にふれておきたい。検討するのは、職業資格との関係、裁量性と

の関係、賃金との関係である。順に見ていきたい37。 
 
１．技能レベルと職業資格との関係 

 まず、技能レベルに関わるものとして職業資格との関係を検討しよう。資格保有が求め

られることは技能レベルの高さと関係する。また、働く者が仕事に役立つ資格を保有して

いる場合は、就いている仕事が資格を必要としていると考えられることから、働く者が業

務に必要な資格をもっている場合に仕事の技能レベルが高いという関係性が推察される。

この点を確認するため、図補 1 に、現在の仕事に役立つ資格保有の有無別に技能レベルの

構成を示す38。これをみると、資格の「保有あり」の場合に技能レベルが「2 年程度以上」

の割合が大きいのと対照的に、資格「保有なし」の場合は技能「3 ヵ月程度以下」の割合

が大きく、資格保有が求められる仕事では相対的に技能レベルが高いことが確認された。 
では、どのような資格を保有していることが技能レベルの高さと関係するのか。図補 2 に、

保有資格の種類別に技能レベルの構成を示そう39。「特に資格はもっていない」場合とくら

べて、資格保有が高い技能レベルに関係するのは、「技術・技能系の資格」「普通自動車以

外の運転免許」である。これらの資格を保有している場合、技能レベルが「2 年程度以上」

の割合が大きい。逆に、「事務系」「福祉系」の資格を保有している場合は、「特に資格はも

っていない」場合と比べて、高い技能レベルの仕事に関係するわけではない40。 

24.0%

43.0%

40.6%

37.4%

35.4%

19.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資格保有あり

(N=821)

資格保有なし

(N=481)

図補1 技能レベルの分布

―現在の仕事に役立つ資格保有の有無別―

3ヵ月程度以下 6ヵ月～1年程度 2年程度以上

 

                                                  
37 分析対象は本論と同様、調査時点で雇用就業している者であるが、分析目的が本論とは異なることか

ら、分析サンプルは若干異なっている。 
38 「あなたが取得している、仕事に関する社会的あるいは公的な資格のうち、一般的に仕事に役立つと

考える資格の名称をご記入下さい」（問 24①）で回答した資格について、「現在の仕事に役立つ資格です

か。」（問 24④）に対する回答を用いる。選択肢のうち、「現在の仕事に不可欠」「現在の仕事に役立つ」

の場合を「保有あり」とし、「現在の仕事には役立たない」への回答もしくは取得している資格がない場

合を「保有なし」とした。 
39 「あなたは、現在従事している仕事に限らず、一般的に仕事に役立つと考えられる社会的あるいは公

的な資格（企業内の資格を除く）をもっていますか。」（問 23）に対する回答（多重回答）を用いる。 
40この背景を解釈するならば、「事務系」「福祉系」に括られる資格が労働市場の中で有効に生かされてい

ない、つまり、これらの資格を有する労働者が、資格を生かした高スキルのポジションに就けていない可

能性がある。 
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28.7%

23.5%

48.7%

37.5%

43.8%

33.5%

43.2%

42.9%

39.7%

32.3%

33.5%

32.1%

32.2%

52.2%

17.2%

17.3%

31.6%

44.2%

17.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

語学系(N=184)

情報系(N=121)

技術・技能系(N=322)

事務系(N=227)

福祉系(N=156)

普通自動車運転免許(N=1204)

普通自動車以外の運転免許(N=217)

特に資格はもっていない(N=197)

図補2 技能レベルの分布

―保有資格の種類別―

3ヵ月程度以下 6ヵ月～1年程度 2年程度以上  

 
２．技能レベルと裁量性 

次に技能と裁量性との関係を検討しよう。技能と裁量との関係を検討した研究は数多い

（Gallie et al.1998 など）。理論的には、技能レベルが高い仕事では管理監督（モニタリン

グ）が難しくなり、それが働く者の裁量の余地を生むとされる（Goldthorpe2000）。ここ

では、技能レベルによって裁量度がどう異なるのかを検討する。 
なお、裁量の指標には、仕事の量やペースを自分で決められる度合いなど、働く者が自

らの仕事に関する決定をどの程度自律的にできているかの意識変数が使われることが多い。

ここでは、そうした先行研究とは異なり、裁量性を示す指標として「業務の独立性」を用

いる。その理由は、モニタリングの難しさという裁量の性質に着目すると、個々の業務が

独立していることが雇用主による細かな管理監督から逃れられる資源となり、労働者に裁

量をもたらすからである。 
では、高い技能レベルを要する仕事では業務の独立性が高くなるか、確認したい。図補

3 で、業務に独立性がある割合41を、技能レベル別に示した。これをみると、技能レベル

「3 ヵ月程度以下」に比べて、「6 ヵ月～1 年程度」「2 年程度以上」と技能レベルが高くな

るにつれて業務に独立性がある割合が高い。高い技能レベルを要する仕事は管理監督が難

しく、働く者の側に裁量の余地が生まれることがうかがえた42。 

                                                  
41 業務独立性の指標としては、「あなたの現在の職場について、あてはまるものはありますか。」（問 14）
という設問に対して「一人ひとりが独立して行う仕事が多い」に該当するものを「業務独立性あり」とし

た。ただし、「お互い連携しながら行う仕事が多い」にも同時に該当するケースは「業務独立性あり」に

カウントしなかった。 
42 なお、表は割愛するが、この点は、基本属性（性別・年齢・雇用形態・職種・企業規模・勤続年数）

をコントロールした計量分析でも支持された。 
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19.9%

23.7%

29.4%

0% 10% 20% 30% 40%

3ヵ月程度以下(N=423)

6ヵ月～1年程度(N=515)

2年程度以上(N=385)

図補3 業務に独立性がある割合

－技能レベル別－

 
 
３．技能レベル、業務独立性と賃金―管理監督が難しい高スキル業務への高賃金 

最後に、技能レベルと裁量性が賃金にどう影響するのかを検討しよう。管理監督が困難

で高スキルの業務に就いている場合、賃金面での有利がもたらされる可能性がある。

Goldthorpe（2000）は、技能、管理監督の困難性の度合いによって賃金決定方式が異なり、

技能レベルが高く、管理監督が困難な労働者に対しては賃金決定方式でメリットがもたら

されることを論じた。その背景には情報の非対称性によって、労働者の生産性が計測でき

ないという問題がある。経済学においても、技能レベルが高く業務に対する管理監督が難

しい仕事に対して企業が退職抑制・怠業防止のために高賃金を払う可能性は、「効率賃金仮

説」として理論化される中で説明されている。 
職種や勤続年数など賃金に影響するとされる要因を統制した上でも、技能レベルが高く

管理監督の難しい仕事であることは高い賃金をもたらすのか。被説明変数として昨年の収

入の自然対数値を用い、重回帰分析によって検討したい。以下の変数を説明変数として投

入した。まず、基本変数として、性別、年齢、学歴、雇用形態、職種、企業規模、勤続年

数、労働時間を投入した。そして、技能レベル、業務独立性の変数を投入して効果を検討

した。技能レベルについては、「3 ヵ月程度以下」を基準カテゴリーとし、それ以上の「6
ヵ月～1 年程度」「2 年程度以上」という変数を投入した。また、管理監督の困難性の指標

として、業務独立性の有無をダミー変数として投入した。 
分析結果を表補 1 に示す。賃金に対しては、性別、年齢、学歴、雇用形態、職種、企業

規模、勤続年数、労働時間など労働市場における位置付けを示す基本変数の規定する部分

も大きい。これは既存研究の知見と整合的である。ただ、それらを統制した上でも、技能

レベルや裁量が賃金に影響することも確認された。まず、技能レベルが「3 ヵ月程度以下」

に比べて「6 ヵ月～1 年程度」「2 年程度以上」の場合に賃金が相対的に高い。また、業務

が独立である場合も賃金を高める効果がある。分析結果からは、技能レベルが高く、また

管理監督が難しく裁量性が高い業務に就いている場合に、高い賃金を獲得しやすいという

可能性が示された。 
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標準化β t値

性別（1=男性、0=女性） .211 10.846 **

年齢 .341 2.273 *

年齢2乗/100 -.308 -2.045 *

最終通学歴（基準：中学・高校）

専門・短大 .014 .912

大学・大学院 .064 3.687 **

雇用形態（1=正規、0=非正規） .291 13.939 **

職種（基準：事務職）

専門・技術職 .042 2.334 *

管理職 .045 2.760 **

販売職 -.021 -1.190

サービス職 -.033 -1.840

運輸・通信・保安 -.060 -3.760 **

技能工・労務職 -.043 -2.283 *

企業規模（基準：29名以下）

100‐299人 .061 3.508 **

300人以上 .127 7.050 **

官公庁 .063 3.743 **

勤続年数 .272 5.111 **

勤続年数2乗/100 -.082 -1.586

週実労働時間（基準：35～42時間）

35時間未満 -.262 -12.938 **

43～48時間 .034 1.899

49～59時間 .023 1.274

60時間以上 .017 .989

仕事の技能レベル（基準：3ヵ月程度以下）

6ヵ月～1年程度 .047 2.714 **

2年程度以上 .053 2.754 **

業務独立性（1=あり、0=なし） .029 2.057 *

自由度 24

F値 170.628 **

調整済みR2乗 .755

N 1323

**1%水準で有意,*5%水準で有意

表補1 収入（昨年収入の対数値）の規定要因

(重回帰分析)
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第 2 章  初期キャリアの大切さ 

――既婚無業女性の就業意欲に関する一考察―― 
 

         福田隆巳 
 

1. はじめに 

近年のいくつかの欧米の国々では，出生率と女性の労働力率との正の相関関係がみられる

ようになったが，日本ではその傾向はみられていない（矢島 2009: 51）．一方で向上を見せ

る日本の女性の正規雇用率は，女性の高学歴化や晩婚化を通して少しずつ促進されていると

いわれる（Abe 2011）．しかしながら，女性の高学歴化との関連では，他国で見られる高学

歴女性ほど就業率が高いという傾向も日本では見られてない（Waldfogel et al. 1999）．「就

業構造基本調査」のデータを見ると，結婚・育児のために離職した日本の女性の半数以上が

5 年以上仕事に復帰しておらず，復帰までの期間の違いに学歴差がほとんどみられない（大

沢・難波 2011: 193）．日本では，依然として，結婚・出産イベントが中長期的な女性の労

働市場からの退出の大きな規定要因となっているのである．女性が結婚・出産に伴い労働市

場から退出する，さらにいえば中長期的に退出するということに対して，一方では労働力が

無駄になっているという点が，いま一方では，世帯が貧困に陥る危険性を高めてしまうとい

う点の指摘がなされうる（Esping-Andersen 2009=2011）． 
女性が希望する子供の数は 2 人という規範は各国で共通に健在であるが，それが実現さ

れる国では背景要因の一つとして政策的な後押しが存在する（Esping-Andersen 
2009=2011）．キャリア中断が，就業を望む女性の不利となる程度が低く再就職しやすい環

境が整うことが必要条件となるといえよう．加えて，女性の就業継続／再就業を促すとい

うことは，人的資本の空費の回避と同時に，税制の維持のためにも有用となる．そして，

不確実性が高まり，男性稼ぎ主型（片働き）で生計を維持することが困難となりつつある

今日では，共働きであるということが貧困の回避のための重要な要素となる．  
 本稿では，労働市場から退いた現在無業の既婚女性の就業意欲が何に規定されているか

に着目していく．ひとたび家庭へと退いた既婚女性の就業意欲に焦点を当てることは，既

婚女性の就業が社会保障の動向に直接的／間接的に影響を及ぼす，という観点から有意義

だと考えられるためである．先行研究では，家族要因と女性の就業との関係が指摘されて

きたが，管見の限り初期キャリアでの労働経験との関連への着眼が少ない．初期キャリア

での経験は，既婚無業女性の就業意欲とどのような関連を示すのであろうか．本稿では，

詳細に初期キャリアを捉えているデータの特性を生かし，既婚女性の就業に初期キャリア

の視点を補完することを試みる．以下ではまず，女性の就業の規定要因に関する議論と初

期キャリアに関する議論を概観する． 
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2. 先行する議論 

既婚女性の就業は何に規定されているのであろうか．先行研究では，主として家族と関

連した要因の影響が指摘されていることから，ここでは家族要因に関する指摘を見ていく．

まず，例えば，幼い子供が世帯にいることが妻を家庭に留まらせる大きな要因の一つだと

される（落合 2009，岸 2011）．日本では幼い子供の子育てを担うのが基本的に女性である

ことからも，容易に理解できることである．また，親（子の祖父母）が同居していること

が妻の就業確率を高めるという指摘がある（武石 2009，樋口 2009）．1982 年から 2002 年

までの「就業構造基本調査」データを用いて地域間の違いに着目した武石（2009）の分析

では，女性の有業率が高い地域（山形・福井・島根・高知）では
．．

，親との同居が女性の就

業を促しているとされる1)．「消費生活に関するパネル調査」データを用いた樋口（2009: 
115-118）は，親が同居，準同居・近所に住んでいる場合，結婚 2 年後に女性が同一企業で

継続就業している確率が高まることを示している．これらの先行研究は，「資源」としての

親のサポートの存在を示すものであるといえよう．  
次に，重要な要因とされる夫の所得に関して，多くの研究で，夫の所得が高いほど妻が

無業を選択しやすくなる傾向が示されている（松浦・白波瀬 2002 など）．「慶応義塾大学家

計パネル調査」データを用いて第 1 子出産後の妻の再就職に関して分析を行った樋口（2009: 
124）の研究でも，夫の所得が高いほど妻の再就職確率が低下することが示されている．何

れもが，経済的ニーズの多寡により妻の就業行動が左右されている側面を描き出している．

一方，最近の研究では，新しいコーホートほど，夫の所得の妻の就業決定への影響がなく

なってきていることを指摘する研究もある（尾嶋 2011，岸 2011）2) 3)．先行研究で指摘さ

れる，女性の就業を規定する家族要因として，以上のようなものがある． 
本稿では，女性の就業に「初期キャリア」がどう影響しているのかにも着目していくた

め，以下では，初期キャリアがその後に有する影響に関する先行研究を見ていく． 
近年，若年の初期キャリアの重要性を指摘する研究が，労働経済学や教育社会学の分野

などで多くなされている（Kondo2007，太郎丸 2009，香川 2010 など）4)．それらの多く

は，初期キャリアの状態依存性（state dependency）5)を指摘するものである．例えば，初

職が非正規雇用であった場合は，その後も非正規雇用に留まる確率が高いという指摘がな

                                                  
1)  地域間の違いを考慮に入れ，その背後のメカニズムを明らかにしていく必要があると考えられる．残

念ながら，本研究で用いるデータには，都道府県レベルよりも大きな括りの「地域ブロック」の変数し

かないため地域間の違いの分析は行わない． 
2)  尾嶋（2011）は，そのことと関連して，夫が高所得の場合でも妻が就業するようになると，片働き世

帯と共働き世帯との経済格差が広がるという可能性を指摘している．Esping-Andersen（2009=2011: 
103）も同じように，欧州諸国で高い階層の者どうし（同類婚）のカップルで共働きが拡大する背景の

下，世帯間の格差が拡大していく可能性を指摘している．残念ながら本研究で用いるデータには世帯所

得（夫の所得）の変数はないためその点考慮できない． 
3)  日本では，学歴同類婚（同じ学歴階層の者どうしの結婚）の傾向は弱まっているとされる（Miwa 2005，

三輪 2007）．同類婚は妻の就業決定に少なからず影響を与えていると考えられるが，残念ながらこれに

関しても本研究で用いるデータには夫の学歴変数がないため学歴同類婚との関連は捉えられない． 
4)  玄田（2011）のレビューに詳しい． 
5)  “Scarring effect”ともいわれる．日本語では，「傷痕効果」や「履歴効果」とも呼ばれる． 
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される（Kondo 2007，佐藤 2011 など）．加えて，新しいコーホートほど初期キャリアにお

いて非正規雇用キャリアを歩みやすくなっていることもしばしば指摘されている（香川

2010; 2011，太郎丸 2009）6)．また，初職が非正規雇用であることが，結婚のタイミング

にマイナスの影響を及ぼすことを指摘する研究もある．「働き方とライフスタイルの変化に

関する全国調査」（パネル）データを用いて女性のみのサンプルを分析した吉田（2012）は，

初職正規雇用に比べ初職非正規雇用の人が結婚しにくいことを示している7)．何れの研究に

しても「初職」は，その後を規定する重要な要因だということが指摘されている． 
他にも，JGSSデータを用いたKondo（2007）によれば，初職入職時の経済情勢（有効求

人倍率）が，個体の異質性を考慮した上で，現在の就業にも影響を及ぼしていることが示

されている．また，企業と個人とのマッチングのその後への影響可能性を示唆する研究も

ある．玄田・堀田（2010）は，本稿で利用する「働き方と学び方に関する調査 2005」デー

タを用いて，初期キャリアでの経験と現在の就業の有無や所得との関連などを分析してい

る．とりわけ学卒後の最初の 3 年間で，適職感覚（この仕事は自分に向いているという感

覚）を経験することが現在の就業や所得に正の影響を及ぼしているのだという8)．本稿でも，

玄田・堀田（2010）と同じく初期キャリアに着目していくが，着目していくのは，既婚女

性の就業と初期キャリアでの経験がどのように関連しているか，ということに関してであ

る． 
本稿では，既婚無業女性の就業意欲と初期キャリアとの関連はどうあるのかということ

を明らかにしていく．管見の限り，既婚女性の初期キャリアと現在の就業（および就業意

欲）に関して分析した研究が少ないためその点を補うことを試みるが，家族要因も考慮に

入れながら分析を行っていきたい．以下ではまず，女性の就業と配偶関係に関して見てい

く． 
 

3. 女性の就業と配偶者 

 先行研究でみたように女性の就業状況に影響を与えるとされる要因はいくつかある．ま

ずここでは，「働き方と学び方に関する調査 2005」のデータにおける女性の婚姻状況と就業

との関係を見ていく． 
今日の日本の女性の労働力率は，国際比較的にみて低く，また 30 代半ばをくぼみとした

M字型の形状が他国よりもはっきりと残っている．日本における女性の労働力率の趨勢を見

ると，第 1 次産業が中心であった 60 年代までは国際的に高い値が示されていたが，産業構

造の転換が起こると同時に全体的な減少傾向を示すようになる（武石 2009，岸 2011）．ま

                                                  
6)  また一方で香川（2011: 199-200）は，90 年代前半に離学した女性には（男性にはみられない），学校

を介しての初職入職が，離学後 10 年間で正規雇用キャリアを多く経験することと関連していることを

示している． 
7)  SSM データを用いて結婚時点

．．．．
での雇用形態に着目した太郎丸（2011）は，同類婚に関して分析を行い，

非正規雇用の者どうしが結婚しやすいことを示している． 
8)  適職感覚の規定要因として，20 代前半までに｢必死に働いた｣経験があるかどうかが重要だとされる．

最終的に，玄田らは「最初の 3 年間は仕事が大変でも我慢」すべきだという主張をしている． 
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た，近年底上げ傾向が示されているものの，今日に至るまでM字型の形状を示し続けている．

M字型曲線の底上げがされたのは，未婚や子供のいない女性が増えていること（吉田 2004，
武石 2009: 13-14）や，非正規就労の機会が拡大したこと（武石 2009，平田 2011: 230-234，
吉田 2012: 81）9)に起因するという指摘などがある．本稿で用いるデータで確認していきた

い．前者と関連して，既婚女性の就業率が 30 代半ばを谷にするM字型の傾向を有する一方

での，未婚女性の継続した高い就業割合が図 1より確認できる10)． 
 
 

 

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

25-27 28-30 31-33 34-36 37-39 40-42 43-45 46-48 49-51 52-55

図1: 女性の婚姻状況と就業率(年齢別)

全体(N=1,614) 未婚(N=395) 既婚(N=1,212)

（歳） 

出所: 働き方と学び方に関する調査 2005 

 

通常M字型カーブは，人口に占める労働力人口の比率で示されるが，ここでは就業率で把

本稿では無業の既婚女性の就業意欲に着目していくため，日本における男性稼ぎ

                                                 

 

握することとする11)．図 1より，既婚女性の就業率が 30 代前半で降下する一方，未婚の場

合は 50 歳頃まで就業率が 80%以上と高い値を示している12)．本稿で用いるデータでも，よ

り大規模なデータと同様の傾向が示されている．未婚女性の経済的自立を想定すれば自然

なことであろう．未婚女性が増えることがM字型曲線の底上げ要因となりうることが推測さ

れる． 
 次に，

主世帯の趨勢を「労働力調査」から見ていく．図 2は，夫片働き世帯（男性雇用者と無業

の妻からなる世帯）と共働き世帯（雇用者の共働き世帯）の趨勢を示したものである． 
 

 
9 ) 非正規雇用就労による女性の就業の拡大と関連した考察は，本稿末尾の補遺（A）を参照されたい． 
10) 捉えられるのは現在の婚姻状況のみであり，既婚者に関しては初婚者か再婚者かは識別できない． 
11) 「あなたは現在，収入を伴う仕事をしていますか」の質問への「現在，仕事をしている」の回答割合． 
12) 未婚者のサンプル・サイズ小さく，該当サンプルが 1 の場合もあったため図 1の年齢は３歳毎とした． 
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図 2: 夫片働き世帯と共働き世帯の推移 

出所: 『平成 22 年男女共同参画白書』（2010: 66） 

注: 1) 昭和 55 年~平成 13 年は総務省「労働力調査特別調査」各年 2 月，昭和 55 年から 57 年は各年 3

月，平成 14 年以降は「労働力調査（詳細集計）」年次平均． 

  2) 「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」は，夫が非農林業の雇用者で妻が非就労者（非労働力人

口及び完全失業者）の世帯．「雇用者の共働き世帯」は，夫婦ともに非農林業の雇用者の世帯． 

 

 図 2を見ると，趨勢として共働き世帯が増え，夫片働き世帯が減少している傾向が窺え

る．女性の高学歴化，女性をとりまく就業環境や女性の就業への意識の変化，片働きでの

家計維持の困難の増加などの理由により共働き世帯が増加していると考えられる．とはい

え，夫片働き世帯が相当数あることがわかる．今後の動向を占う上でも，既婚無業女性の

就業意欲に着目していくことは有意義だと考えられる． 
以上，女性の就業と配偶者に関して見てきた．以下では，本稿で用いるデータと変数の

説明をした後に，既婚無業女性の就業意欲に関する分析を行っていく． 
 

4.使用するデータと分析方法および変数 

本稿で用いるデータは，2005 年に調査が実施された｢働き方と学び方に関する調査｣のデ

ータである13)．〈調査対象〉は 25~55 歳の男女，〈有効回答数（回収率）〉は 3002 人（60.0%），

〈標本抽出方法〉は層化二段抽出法，〈調査方法〉は訪問留置調査法である．初期キャリア

における労働経験に関して丁寧に捉えている本データの強みを活かした分析を行っていく． 
分析の対象は 40歳以下の既婚女性のサンプルであり，家族形成期の女性の就業に関して，

家族要因を統制した上で初期キャリアでの経験がどのような関連を示すかを見ていく14)． 
                                                  
13) 本データを用いた研究報告書は，みずほ情報総研（2005）と佐藤編（2010）とがある． 
14) 本データ全体で，現在収入を伴う仕事に就いている人の割合は，男性で 94.6%（N=1359），女性で 71.9%

（N=1614）である．つまり，本データの無業者の多くは女性である．そして，無業女性の 92.1%は有配

偶である（N=453）．ほとんどが結婚をしていて，夫が外で働き妻が家庭に留まるという，いわゆる「男
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最終的には 40 歳以下の既婚女性の，現在の「従業上の地位」を従属変数とした多項ロジ

ット推定を行う．最終的に多変量解析で示されたサンプル・サイズは 417 であった15)．「従

業上の地位」は「就業」，「無業・就業意欲あり」「無業・就業意欲なし」の 3 カテゴリとし，

「就業」には雇用形態を問わず現在収入を伴う仕事をしている人（問 5）が含まれ，「無業・

就業意欲あり」には現在無業の人で「すぐに仕事に就くつもりである」「仕事に就くことを

考えている」（問 19）と回答している人が含まれ，「無業・就業意欲なし」には現在無業の

人で「しばらく仕事をするつもりはない」「わからない」（問 19）と回答している人が含ま

れている．以下では，まず記述統計レベルで従属変数を見ていく．図 3 は，40 歳以下の女

性の「従業上の地位」と婚姻状況に関するクロス集計表である． 
 

 

23.12

22.31 

54.56 

0 20 40 60 80 100 

無業・就業意欲なし

無業・就業意欲あり

就業

図3 : 40歳以下女性の婚姻状況と従業上の地位

未婚(N=275)

既婚(N=768)

（%） 

出所: 働き方と学び方に関する調査 2005 

注: Pearson’s χ²=100.507, Pr = 0.000 

 

図 1でもわかることであるが，図 3から 40 歳以下のサンプルでも未婚女性のほとんどが

「就業」していることがわかる．繰り返しになるが，配偶者の有無が就業選択と強く連関

していることが自明である．既婚女性に関しては，「就業」している人が未婚女性より少な

く「無業・就業意欲あり」「無業・就業意欲なし」の人がそれぞれ 20%ほどいる．多変量解

析では，図中の既婚女性に限定した分析を行っていく． 
以下では分析に用いる説明変数を記していく．表 1 は分析に用いる変数に関してまとめ

たものである．  

                                                                                                                                                  
性稼ぎ主モデル」世帯だと考えられる．また，有配偶無業女性の夫の 80.0%は正規雇用で，4.7%は非正

規雇用，12.0%は自営業，3.4%は無職である（N=409）．正規雇用の夫が多いのは，パートナーが比較的

安定的な正規雇用だったために，結婚を決意して家庭に入ったということに起因するものと思われる．

婚姻状況別の年代と女性の就業に関しては，本稿末尾の補遺（A）を参照されたい．  
15) モデルの推定には STATA（10, SE）を用いた．無回答などは全て欠損値処理を施した． 
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表 1: 変数の説明 

 

変数名 問番号

従業上の地位 1. “就業”，2.“無業・就業意欲あり”，3.“無業・就業意欲なし”

5，19

年齢 実数の値 75
年齢² /100 年齢の2乗値を100で除した値

最終通学歴 1.“中学・高校”，2.“短大・高専・専門”，3.“大学・大学院” 78，79

中退経験ダミー 0.“卒業・在学中” 1.“中退” 81 最後に通った学校に関して

中3時成績 1.“下の方”，2.“やや下の方”，3.“真ん中あたり”，4.“やや上の方”，5.“上の方” 82
初職就くまで間断ありダミー 41
初職入職学校経由ダミー 43
初職前年有効求人倍率

初職正規雇用ダミー

初職企業規模 46 3=「官公庁」含む

初職職種

最初3年適職感覚ダミー 56
最初3年目標の上司いたダミー 0.“いなかった”，1.“いた”

最初3年指導受けたダミー 0.“受けてない”，1.“受けた”

最初3年Off-JT受講ダミー 0.“受けてない”，1.“受けた”

最初3年能力開発企業ダミー

最初3年間の転職・職務経験 1.“1社・1仕事”，2“1社・複数仕事”，3.“複数社・1仕事”，4“複数社・複数仕事” 56
夫・正規雇用ダミー

親同居ダミー 0.“同居していない”，1.“同居している” 88
有子ダミー 0.“同居してない”，1.“同居している” 88
育児理由の無業経験ダミー 0.“無業期間中に育児をしていない”，1.“無業期間中に育児をしていた”

0.“その他”，1.“正規雇用”

49

86

44

51

59
0.“能力開発に積極的ではなかった”，1.“能力開発に積極的だった”

0.“仕事が自分にむいていると感じなかった”，1.“仕事が自分にむいていると感じた”

補足内容

1=上司や同僚・仕事仲間が指導やアドバイスを「よくしてくれた」

「まあしてくれた」

0.“その他”，1.“正規雇用” 0=「自営業主・自由業者」「家族従事者」「内職」「臨時雇用・

パート・アルバイト」「派遣社員」「契約社員・嘱託」「その

他」，1=「経営者・役員」「正規の社員・職員」

1=「専門・技術的職業」，2=「管理的職業」「事務的職業」，3=
「販売的職業」，4=「技能工・生産工程に関わる職業」，5=「サー

ビス的職業」，その他の職種は数少ないため欠損値

0.“3か月未満で就いた”， 1.“3か月以上たってから就いた”

1.“1-29人”，2.“30-299人”，3.“300人以上”

0.“学校以外経由で初職入職”， 1.“学校経由で初職入職”

初職就業前年の有効求人倍率

1.“専門・技術職”，2.“事務職，3.“販売職”，4.“技能工・製造職”，5.“サービス職”

1=現在収入を伴う仕事をしている場合，2=現在無業で「すぐに仕事

に就くつもり」「仕事に就くことを考えている」とした場合，3=現
在無業で「しばらく仕事をするつもりはない」「わからない」とし

た場合

2=高卒以下の人で初職就業前に「専門学校・専修学校」「職業訓練

校」に通った場合を含む

求人倍率=厚生労働省「職業安定業務統計」より年次平均値（パー

ト含む） . 初職入職前年=出生年+初職就業年齢-1
42，76

1=仕事上の目標となる上司や先輩、経営者がいた

Off-JT=勤務先の指示での教育訓練（仕事から離れた訓練・研修）52

66
1年以上の無業期間に関してであり，育休や介護休取得期間は無業

期間ではない．複数回ある場合は最長期に関して

47

0=「自営業主・自由業者」「家族従事者」「内職」「臨時雇用・

パート・アルバイト」「派遣社員」「契約社員・嘱託」「その

他」，1=「経営者・役員」「正規の社員・職員」

1=同業他社と比べて従業員の能力開発に「積極的である」「やや積

極的である」

 

基本属性としては，年齢，学歴，学校中退経験である．学歴は，最終通学歴で，年齢に

関しては，非線形的な関係を捉えるため年齢の二乗値を 100 で除した変数も取り入れる．

そして，中学校 3 年時の成績を，個人の潜在的能力の代理指標として取り入れる． 
初職に関する変数としては，初職就業までに間断があったかどうか，初職に就く際に学

校を経由して就職したかどうか，初職入職前年の有効求人倍率，初職の雇用形態，初職の

従業員企業規模，初職の職種の変数である．有効求人倍率は，就業行動に影響する労働市

場の需給環境を捉える指標として，各人の就業前年の年次有効求人倍率（厚生労働省「職

業安定業務統計」）を取り入れた変数である． 
離学後の 3 年間の就労経験に関する変数としては，仕事が自分に向いているという適職

感覚を実感したかどうか，目標となる上司がいたかどうか，職場で指導・アドバイスを受

けたかどうか，Off-JT を受講したかどうか，勤め先企業が能力開発に積極的だったかどう

か，転職・職務の経験をどの程度したかの変数である． 
家族に関する変数としては，夫の雇用形態16)，親と同居しているかどうか，子どもがいる

かどうか17)，育児を理由とした 1 年以上の無業期間がこれまでにあったかどうかの変数で

                                                  
16) 夫が無業のサンプルは極少数のため欠損値処理を施した． 
17) 武石（2009）に倣い，子どもが同居している場合を「有子ダミー」とした．子どもがいるかどうかで

なく同居しているかどうかで捉えることで，自立した子どもが含まれにくくなるであろう．子どもの年

齢が捉えられないことへの次善の策である． 
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ある．本研究で用いるデータには，世帯所得に関する変数はなく，家計の状況を反映して

いると考えられる変数として「夫の雇用形態」のみが利用できる． 
既婚無業女性の就業意欲を規定するものとして，家族に関する要因を統制した上で初期

キャリアでの経験・環境がどのように関連しているかに着目していく．以下，まず記述統

計を表 2から見た後，多変量解析を行う． 
 

5. 分析と考察 

表 2: 記述統計
18)

 

 

変数名 平均 標準偏差最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差最小値 最大値

年齢 34.612 4.209 25 40 33.832 3.763 25 40 33.622 4.150 25 40
年齢² /100 12.156 2.849 6.25 16 11.586 2.542 6.25 16 11.475 2.787 6.25 16
　<学歴>
中学・高校 0.427 0.496 0 1 0.379 0.488 0 1 0.411 0.495 0 1
短大・高専・専門 0.440 0.497 0 1 0.505 0.503 0 1 0.444 0.500 0 1
大学・大学院 0.134 0.341 0 1 0.116 0.322 0 1 0.144 0.354 0 1
中退経験ダミー 0.026 0.159 0 1 0.042 0.202 0 1 0.100 0.302 0 1
中3時成績 3.323 0.982 1 5 3.211 0.921 1 5 3.211 1.086 1 5
初職就くまで間断ありダミー 0.086 0.281 0 1 0.063 0.245 0 1 0.144 0.354 0 1
初職入職学校経由ダミー 0.595 0.492 0 1 0.495 0.503 0 1 0.433 0.498 0 1
初職前年有効求人倍率 0.815 0.270 0.49 1.43 0.902 0.298 0.5 1.43 0.822 0.270 0.5 1.43
初職正規雇用ダミー 0.866 0.341 0 1 0.874 0.334 0 1 0.767 0.425 0 1
　<初職企業規模>
1-29人 0.228 0.421 0 1 0.232 0.424 0 1 0.389 0.490 0 1
30-299人 0.353 0.479 0 1 0.263 0.443 0 1 0.233 0.425 0 1
300人以上 0.418 0.494 0 1 0.505 0.503 0 1 0.378 0.488 0 1
　<初職職種>
専門・技術職 0.241 0.429 0 1 0.189 0.394 0 1 0.189 0.394 0 1
事務職 0.388 0.488 0 1 0.516 0.502 0 1 0.433 0.498 0 1
販売職 0.134 0.341 0 1 0.158 0.367 0 1 0.111 0.316 0 1
技能工・製造職 0.078 0.268 0 1 0.032 0.176 0 1 0.067 0.251 0 1
サービス職 0.159 0.367 0 1 0.105 0.309 0 1 0.200 0.402 0 1
最初3年適職感覚ダミー 0.651 0.478 0 1 0.611 0.490 0 1 0.711 0.456 0 1
最初3年目標の上司いたダミー 0.586 0.494 0 1 0.642 0.482 0 1 0.611 0.490 0 1
最初3年指導受けたダミー 0.823 0.382 0 1 0.832 0.376 0 1 0.856 0.354 0 1
最初3年Off-JT受講ダミー 0.418 0.494 0 1 0.537 0.501 0 1 0.400 0.493 0 1
最初3年能力開発企業ダミー 0.332 0.472 0 1 0.337 0.475 0 1 0.322 0.470 0 1
 <最初3年間の転職・職務経験>
1社・1仕事 0.560 0.497 0 1 0.411 0.495 0 1 0.489 0.503 0 1
1社・複数仕事 0.250 0.434 0 1 0.358 0.482 0 1 0.311 0.466 0 1
複数社・1仕事 0.043 0.204 0 1 0.074 0.263 0 1 0.100 0.302 0 1
複数社・複数仕事 0.147 0.354 0 1 0.158 0.367 0 1 0.100 0.302 0 1
夫・正規雇用ダミー 0.849 0.359 0 1 0.832 0.376 0 1 0.878 0.329 0 1
親同居ダミー 0.328 0.470 0 1 0.189 0.394 0 1 0.133 0.342 0 1
有子ダミー 0.815 0.389 0 1 0.937 0.245 0 1 0.933 0.251 0 1
育児理由の無業経験ダミー 0.427 0.496 0 1 0.716 0.453 0 1 0.622 0.488 0 1

就業（N=232） 無業・就業意欲あり（N=95） 無業・就業意欲なし（N=90）

 記述統計量から得られる情報は大きく，例えば，表 2 で平均値を見るだけでも，中退経

験者が「無業・就業意欲なし」で多いこと，学校経由の初職入職が「就業」で多いこと，

初職企業規模が 1-29 人の小企業が「無業・就業意欲なし」に多いこと，「就業」で親の同

                                                  
18) 多変量解析で示されたサンプルの記述統計量である．そのため後述の多変量解析に用いられるサンプ

ルに関しての情報がここでは示されている．STATA では，多変量解析を行った後に記述統計量を“if 
e(sample)”という条件をつけて算出すると直前の多変量解析サンプルに限定した記述統計が示される． 
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居が多く，子どもがいる人や育児理由の無業経験をした人が「無業・就業意欲あり」「無業・

就業意欲なし」で比較的に多いことなどがわかる．以下では，諸変数を統制した上でどの

ような傾向が示されるかどうかを見るために多変量解析を行う． 

 

表 3: 40 歳以下既婚女性の従業上の地位に関する多項ロジットモデルの推定結果（ref.「就業」） 

 

無業・就業意欲あり 無業・就業意欲なし

年齢 0.553 0.624

(0.7244) (0.7091)

年齢²/100 -0.962 -1.060

(1.0787) (1.0598)

(ref. 中学・高校)

短大・高専・専門 0.220 -0.0529

(0.3203) (0.3340)

大学・大学院 -0.0305 0.201

(0.5244) (0.5074)

中退経験ダミー 0.905 1.675*

(0.7932) (0.7002)

中3時成績 -0.182 -0.138

(0.1578) (0.1578)

初職就くまでに間断ありダミー -0.486 -0.178

(0.5707) (0.4770)

初職入職学校経由ダミー -0.558 -0.442

(0.3095) (0.3217)

初職前年有効求人倍率 0.312 -0.541

(0.6076) (0.6370)

初職正規雇用ダミー 0.127 -0.416

(0.4903) (0.4538)

(ref. 初職規模30-299人)

1-29人 0.459 0.911*

(0.4003) (0.3859)

300人以上 0.468 0.346

(0.3464) (0.3645)

(ref. 初職サービス職)

専門・技術職 0.442 -0.110

(0.5195) (0.4873)

事務職 1.011* 0.637

(0.4992) (0.4730)

販売職 0.586 -0.148

(0.5567) (0.5593)

技能工・製造職 -0.150 0.292

(0.8127) (0.6820)

最初3年適職感覚ダミー -0.120 0.303

(0.3144) (0.3349)

最初3年目標の上司いたダミー 0.434 0.0223

(0.3296) (0.3268)

最初3年指導受けたダミー 0.157 0.395

(0.3951) (0.4094)

最初3年Off-JT受講ダミー 0.319 0.0446

(0.3063) (0.3186)

最初3年能力開発企業ダミー -0.382 -0.228

(0.3237) (0.3311)

(ref. 最初3年1社・1仕事)

1社・複数仕事 0.495 0.180

(0.3185) (0.3262)

複数社・1仕事 1.086 1.111

(0.6108) (0.5915)

複数社・複数仕事 0.288 -0.854

(0.4343) (0.5112)

夫・正規雇用ダミー -0.329 0.320

(0.3833) (0.4341)

親同居ダミー -0.718* -1.252***

(0.3335) (0.3783)

有子ダミー 0.887 1.320*

(0.5398) (0.5351)

育児理由の無業経験ダミー 1.213*** 0.751*

(0.3177) (0.3118)

定数 -10.08 -10.12

(11.7446) (11.4666)

観測数

疑似R²

Loglikelihood

LRχ²(dif.=56)
* p<0.05,  ** p<0.01, *** p<0.001

値は係数の値で, (  )内は標準誤差を示す.

417

0.148

-353.011

123.08***
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 表 3は，40 歳以下の既婚女性にサンプルを限定し，現在の「従業上の地位」を従属変数

にした多項ロジット推定を行った結果である．従属変数は「就業」を基準にしており，既

婚女性が「就業」よりも，「無業・就業意欲あり」「無業・就業意欲なし」になりやすいか

どうかが示されている．以下，表 3で有意差が示されたものに関して記す19)． 
基本属性に関して有意であったのは中退経験のみであった．中退経験をした場合，「無

業・就業意欲なし」になりやすい傾向が示されている．表 2の記述統計量でも「無業・就

業意欲なし」には相対的に多くの中退経験者が多いことが示され，ある種の「躓き」が「無

業・就業意欲なし」と関連している可能性が示される20)．中退経験が労働市場で負のシグナ

ルとなりうるという価値観を，本人が内面化しているが故に「無業・就業意欲なし」に多

いという可能性が考えられる21)．  
初期キャリアに関する変数では，「無業・就業意欲あり」「無業・就業意欲なし」で各々

初職職種と初職企業規模が有意な傾向を示していた．職種に関しては，初職が事務職であ

ると初職サービス職である場合よりも「無業・就業意欲あり」である確率が高い22)．オッズ

でいえばexp(1.011)=2.74 倍「無業・就業意欲あり」になりやすい．事務職では特定の技能

は蓄積されにくく，初職が事務職であった場合特定のスキルが身についていないため働き

たくても働けていないという可能性が考えられる23)．また，初職によって働く場のイメージ

と次の職の期待水準が規定されるのであれば，再就職に際して供給が多くはないであろう

事務職に就きたいと考える人はなかなか職が見つけられないのかもしれない．企業規模に

関しては，初職企業規模が 1-29 人規模だと 30-299 人規模の場合に比べて「無業・就業意

欲なし」である確率が有意に高い．企業規模が小さいほど育児休業制度規定等の諸整備が

されていないことが関連しているのかもしれない（中村 2011: 72）．初職企業規模が小さい

と労働環境が相対的に良くなかったため就労へのイメージが良くなく再就職に際して躊躇

する可能性や，人的資本蓄積があまりなされなかったため再就職をためらう可能性などが

考えられる24)． 
最後に，家族要因に関しては，親が同居しているとそうでない場合と比べて「無業・就

業意欲あり」「無業・就業意欲なし」双方になりにくい．換言すれば，親が同居していると

無業になりにくく就業している確率が高くなるという傾向が示されているといえる．親が

                                                  
19) 自己啓発に関しての変数（問 61）を投入したモデルも推定したが，推定結果は変わらずまた当該変数

は有意ではなかった（非図示）．また，高見論文で用いられる「技能レベル」の変数は現職と前職に関

してしかないため利用できなかった． 
20) 因みに確認したところ，「無業・就業意欲なし」の中退経験者は，「中学・高校」が 6 サンプル，「短大・

高専・専門」が 3 サンプル，「大学・大学院」が 0 サンプルであった． 
21) もともと物事に意欲的でないような人が中退経験をしているため，もしくは中退を経験したことによ

って心理的に意欲を欠いてしまったため就業意欲がないという可能性も考えられる． 
22) 就業意欲がある場合でも既婚無業女性が，補助的稼得者――すなわちパート――として働きたいのか中

核的稼得者として働きたいのかは分離して考慮できない．おそらく多くは前者であろうが，この点を留

意されたい． 
23) 説得的ではないが，積極的な側面から解釈すると，初職が比較的就業環境が整っていると考えられる

事務職であると，相対的に就労へのイメージが良く再就職意欲が高まるのだとも考えられる． 
24) キャリアラダーが思い描けなかったということが関連する可能性もある． 
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経済的・実践的サポートを提供してくれたり，加えて情緒的サポートも提供してくれたり

する側面があるのかもしれない25)．子どもの有無に関しては，子どもがいる場合「無業・就

業意欲なし」になりやすい傾向が示されている．年齢は捉えられないが，子どもがいると

家事・育児を担うために就業する意欲を欠くのだと考えられる．育児理由の無業経験に関

しては，その経験をしているとそうでない場合に比べて「無業・就業意欲あり」「無業・就

業意欲なし」双方になりやすい傾向が示されている．すなわち，育児理由の無業経験をし

ていると現在も無業になりやすくなるという傾向が示されている．日本では女性が結婚・

育児を理由に一度無業になると長期間無業でい続けるという事実（大沢・難波 2011）もあ

り，説得的な結果である26)．つまるところ，「就業」をしている既婚女性は子どもができて

も，継続して就業しているか育児休業制度などを利用していると考えられる27)．これら家族

要因に関して，示されるのはやはり育児の「資源」に関する示唆である．親が同居してい

ると無業になりにくく，育児理由の無業経験をしていると無業になりやすい．子どもの年

齢は捉えられていないが，育児サポートの必要性が示唆されているといえる． 
以上，全体として初期キャリアに関する変数の多くが有意な関連を示していなかったが，

家族要因を統制した上でもいくつかの初期キャリア変数は有意な影響を示していた．有用

な示唆を提示しているのは，「無業・就業意欲なし」との有意な連関を示している初期キャ

リアに関する変数の「企業規模」と基本属性変数の「中退経験」だと考える．中退経験が

ある場合，初職企業規模が小さい場合に「無業・就業意欲なし」になりやすいのである．

このことからキャリアの出発点から（相対的な）不利を背負っている人が就業意欲を欠い

ていることがわかる．配偶者に関してより多くの情報を有するデータで見ていく必要があ

るが，「同類婚」が背後に存在し，夫は就業はしているものの家計が安定的でない場合，妻

が「就業意欲喪失者（discouraged worker）」もしくは「専業主婦志向（home-centered 
preference）」であると，経済的貧困に陥る可能性が高まると考えられる．この論理は，

Esping-Andersen（2009＝2011）が指摘する「貧困の回避のための共働き」という側面と

関連してくる部分であろう．ただし，残念ながら統制できていない世帯所得に関して，改

めて留意されたい． 
 

6. おわりに 

 本稿では，40 歳以下の既婚女性の就業と初期キャリアでの経験がどのように関連してい

るのかに関して分析を行った．とりわけ着目したのは，無業で就業意欲のない既婚女性に

                                                  
25) 本分析では 40 歳以下のサンプルに限定したこともあり，親が高齢で介護が必要であり「負担」となっ

ている場合よりも，サポートをしてくれる「資源」となっている可能性の方が高いであろう．但し，親

の年齢，妻本人の親か夫の親か，および実際に親が介護を必要としているかどうかは捉えられていない． 
26) ただし，大澤・難波（2011: 193）は無業の理由が結婚によるものか育児によるものかは識別していな

い（本稿補遺（B）を参照されたい）．また，本分析でも，現在の無業に至った理由は捉えられていない．  
27) 補足をすると，表 1の変数の説明にも記しているが，育児休業を取得した場合などの収入を伴う無業

期間は「育児理由の無業経験」に含まれていない．また，基準カテゴリの「就業」には，継続就業をし

ている人も再就職した人も雇用形態を問わず含まれている点を留意されたい． 
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関してであった．分析の結果示されたのは，学校中退経験をした人ほど，初職企業規模が

小さい人ほど，現在において「無業・就業意欲なし」になりやすいということであった．

キャリアの出発の時点で，ある種の不利を抱えた女性が就業意欲を持ちにくい傾向が示さ

れていた．配偶者や家計に関する情報を充分に捉えていないため推論の域を出ないが，「同

類婚」が背景に存在する場合，そのような妻がいる世帯は貧困に陥る可能性が高い世帯と

なっている可能性がある． 
何れにせよ，本稿で分析を行った既婚無業女性でも，キャリアの出発の時点での不利が

現在にも影響を及ぼしている可能性が示された．今後は，学校中退（とりわけ高校まで）

をしないため，あるいはしてしまった人のための訓練や情報サポートをしていく必要性が

あるのかもしれない．初職企業規模が小さい場合には，就業環境や人的資本蓄積の面で不

利が多いため労働市場を退出した後，就業意欲を欠いてしまう可能性があり，企業規模間

格差是正のための公的なサポートの必要性が考えられるのかもしれない． 
 また，家族要因に関しても有意な連関が示され，（年齢は定かではないが）子どもがいる

と就業意欲を欠き，親が同居していない場合も就業意欲を欠く傾向が示されていた．この

ことは，子育てや家事のための「資源」の必要性を示唆している．育児サポートの拡充を

していく必要があると考えられる． 
以下，留意すべき点や課題点をいくつか述べる．本稿では，初期キャリアを取りあげた

が，初期キャリア以後から現在に至るまでの部分を捨象している．また，求職行動の変数

がないという制約上就業意欲の分析を行ったが，就業意欲がある場合でもそれが実際の求

職行動につながるとも限らない．実際に求職活動をしているのは，経済的な理由で就業を

希望している人だという指摘がなされている（大澤・難波 2011: 192，矢島 2009: 64-65）．
そのことと関連して，本分析で世帯所得を統制できなかった点は大きな制約であり，推定

に歪みをもたらしている可能性が残る．また，供給側のみの動向から単純に含意を提示し

ようとすることにも慎重であるべきである．無業者の労働供給が増えたとしても労働需要

が増えなければ，無業者が非自発的失業者となるだけだからである（安部・玉田 2011: 160）．
最後に，本稿では，サンプルのセレクションや「観察されない異質性」を考慮できていな

い点を留意されたい．今後は同一個人の変化を捉えるため，豊富な情報量を有するパネル

データの分析を行い，より頑健性の高い推定を行うことが課題となろう． 
とはいえ，「初期キャリア」を詳しく捉えている本データの特性を生かして，女性の就業

との関連に関する視点を提示できたのではなかろうか． 
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図4: 女性の婚姻状況と従業上の地位(年齢階層別)
正規雇用 非正規雇用 自営業 無業

全体 

既婚 

未婚 

出所: 働き方と学び方に関する調査 2005 

 

図 4 では，婚姻状況別に女性の従業上の地位（正規雇用・非正規雇用・自営業・無業）

が 5 歳刻みの年齢階層ごとに示されている．図を見ると，未婚女性はどの年齢階層でも，

既婚女性より就業（雇用形態は問わず）している人の割合が多い．逆をいえば，無業の割

合は圧倒的に既婚女性に多い．既婚女性の場合，30-34 歳で最も無業比率が高くなり，その

後，無業の割合は低くなっていくという M 字型の動態を示す．ただし，平田（2011）が指

摘するように，30 代半ばでの就業率の向上はその多くが「非正規雇用」という雇用形態で

の就業によるものであることが窺える．同一人物に関する観察ではないため留意は必要だ

が，30 代半ばでの就業の多くは非正規雇用でもって拡大しているのである．雇用形態に関
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しては，未婚の女性の正規雇用の割合が既婚の女性よりも高い．未婚女性の経済的な自立

を考えれば納得のいく事実である．一方，既婚女性の方は，就業している比率が未婚女性

よりも低い上，就業している場合でも非正規雇用が多い．補助的な稼得労働が思い浮かぶ． 
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図5 : 25-44歳有配偶女性の離職期間(学歴別)
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出所: 大澤・難波（2011: 193）  

 

 図 5 は，結婚・育児のために前職を離職した女性の無業期間を学歴別に示したものであ

る．「平成 19 年就業構造基本調査」から，1979 年以降に結婚・育児のために前職を離職し

た現在無業の有配偶女性の無業期間に関して難波氏が作成したものである．図から，日本

では結婚・育児のために離職をした女性の約半数は平均的に 5 年以上労働市場に再参入を

しないことが窺える．学歴による違いもさほど見られないことがわかる． 
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問 質問内容 多選 条件

1 過去の経験を顧みた自身の志向性(個人性格の自己評価)

2 必死で働いた実感の有無

3 一番必死に働いた年齢 問2で“あった”とした人のみ

4 その時必死で働いたことは働く上での自信につながったか その時＝問3の年齢に関して

5 現在、収入を伴う仕事をしているか

6 いつまで収入を伴う仕事をしていたか 問5で“今無業, かつてしていた”とした人のみ

7 1週間の就業時間 問5で“している”とした人のみ

8 雇用形態

9 事業内容

10 企業規模

11 職種

12 自分の仕事に新人配属した場合、ひと通り仕事が出来るようになるまでの所要期間

13 働き始めた年齢

14 職場環境 ◯

15 所属企業が、同業他社と比較して、能力開発に積極的かどうか

16 職場環境・処遇への満足度

17 自身の仕事遂行能力(知識・経験)の自己評価

18 当面(5年程度)仕事を続けたいか 有業の人のみ

19 今後、収入を伴う仕事をしたいか 無業の人のみ

20 社会人大学院への通学経験

21 今後、社会人大学院へ通いたいか

22 社会人大学院に通う場合、通いやすいと考える開講時間帯・修業年限

23 一般的に仕事に役立つと考えられる公的資格を持ってるか ◯

24 保有する資格の、名称・取得年齢・きっかけ・現職に役立つか・費用捻出先・メリット “一般的に仕事に役立つ資格”のみ

25 どの程度、上司・同僚・仲間が指導やアドバイスをしてくれたか

26 その指導やアドバイスで自身の職能が向上/低下したと思うか 問25で“よく/まあしてくれた”とした人のみ

27 仕事上の目標となる上司・先輩がいたか

28 会社の指示で「教育訓練」を受けたか 教育訓練=仕事から離れての訓練・研修

29 「教育訓練」を実施した組織 問28で“受けた”とした人のみ

30 「教育訓練」の延べ時間数がわかるか、わかる場合延べ時間記入 問28で“受けた”とした人のみ

31 その「教育訓練」で得た技能・知識は現職のみで役立つか、他職でも役立つか 問28で“受けた”とした人のみ

32 自己啓発したか 自己啓発＝現職・将来職に関わる勉強

33 「自己啓発」を行った理由 ◯ 問32で“はい”とした人のみ

34 どのようにして「自己啓発」を行ったか ◯ 問32で“はい”とした人のみ

35 「自己啓発」の延べ時間数がわかるか、わかる場合延べ時間記入 問32で“はい”とした人のみ

36 その「自己啓発」で得た技能・知識は現職のみで役立つか、他職でも役立つか 問32で“はい”とした人のみ

37 その「自己啓発」にかかった総費用 問32で“はい”とした人のみ

38 その総費用に占める会社助成額の割合 問37での“総費用”に占める割合

39 「教育訓練給付制度」を利用したか、また知っているか

40 「自己啓発」を行うにあたり障害があるか、ある場合どのような障害か ◯

41 入職までの間断の有無

42 何歳から仕事をはじめたか

43 入職経路

44 雇用形態

45 事業内容

46 企業規模

47 職種

48 見習いとして扱われた経験があるか、ある場合はその期間を記入

49 どの程度、上司・同僚・仲間が指導やアドバイスをしてくれたか

50 その指導やアドバイスで自身の職能が向上/低下したと思うか 問49で“よく/まあしてくれた”とした人のみ

51 仕事上の目標となる上司・先輩がいたか

52 会社の指示で「教育訓練」を受けたか 教育訓練=仕事から離れての訓練・研修

53 「教育訓練」の延べ時間数がわかるか、わかる場合延べ時間を記入 問52で“受けた”とした人のみ

54 仕事をやり遂げたと実感できた経験があったか

55 仕事が自分に向いていると感じたか

56 どのような勤め先と仕事の経験をしたか(経験した勤務先/仕事の種類が各々単数か複数か)

57 どのようなスタッフ指導の役割を担ったか、もしくは担わなかったか

58 職場環境 最も長く所属した職場に関して

59 所属企業が、同業他社と比較して、能力開発に積極的だったかどうか 最も長く所属した職場に関して

60 まる1日かけた「教育訓練」を年5日以上受けた事あるか、またその年齢は ◯ 教育訓練=勤務先の指示での仕事から離れた訓練・研修

61 「自己啓発」を半年以上の間、継続的に行ったことあるか、またその年齢は ◯

62 部下を持った経験があるか

63 課長職以上の役職についたことあるか、またその年齢は

64 1年以上の無業の経験があるか 育休・介護休期間は除く

65 何歳から何歳まで無業だったか 問64で“はい”の人のみ. 最長期間に関して

66 無業期間中に何をしていたか ◯ 問64で“はい”と答えた人のみ

67 転職経験

68 初職勤続期間 問67で転職経験があるとした人のみ

69 直前職で働きはじめた年齢 問67で転職経験があるとした人のみ

70 直前職の事業内容 問67で転職経験があるとした人のみ

71 直前職の企業規模 問67で転職経験があるとした人のみ

72 直前職での雇用形態 問67で転職経験があるとした人のみ

73 直前職での職種 問67で転職経験があるとした人のみ

74 直前職での自分の仕事に新人配属した場合、ひと通り出来るようになるまでの所要期間 問67で転職経験があるとした人のみ

75 性別

76 年齢

77 昨年(04年1月～12月)の個人収入および一昨年(03年1月～12月)の個人収入

78 初職に就く前に諸学校（専門・専修、職業訓練校、各種学校）に通ったか ◯

79 通学歴 ◯

80 所属した高校の短大・大学進学割合 高校に通った人のみ

81 最終通学校の卒業・中退・在学中に関して

82 中学3時成績

83 婚姻状況

84 何歳の時に結婚したか 問83で“結婚している”とした人のみ

85 配偶者の現在の職の有無 問83で“結婚している”とした人のみ

86 配偶者の雇用形態 問85で“仕事している”とした人のみ

87 子どもの有無および人数

88 同居している人との間柄 ◯

回

答

者

本

人

・

家

族

情

報

表：働き方と学び方に関する調査2005の質問項目早見表
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